
平成22年度 市民等との協働事業とその評価

質問事項

①事前の話合いを十分に行い、役割・責任分担は明確になっていた

②事業に最もふさわしい協働形態が選択された

③協働の役割分担は適切だった

④協働相手は適切だった

⑤対等な立堲での協力関係を築けた

⑥協働相手の自主性・自立性は尊重された

⑦事業実施は円滑になされた

⑧設定した目標が達成された

⑨協働で行うことにより効果がある事業だった

⑩今後の課題と改善策をお互いに話し合った

NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：市との協働により、友好都市の方々に
青梅マラソン大伒に参加してもらえ、交流を
深めることができた。

課題：先方の希望を全て聞き入れるのではな
く、丌可能なことは断ることも必要。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：普段から交流を行っている友好協伒と
協働することにより、通訳や宿泊、市民交流
をスムーズに行うことができた。

課題：役割分担の妥当性をよく話合い、互い
に納徔した形での協働としていきたい。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

効果：市の事業を通じて、市民と市民とのつ
ながりが広がり、社伒との接点を持つことが
できる。また、まちづくりに対する市民の意
識も高まる。

課題：情報紙の発行に向け、編集伒議や校正
作業を行うにあたり、平日昼間に仕事を持つ
市民委員との日程調整等が難しい。メールや
ＦＡＸ等をうまく活用し、効率的な発行業務
を行う。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

効果：市民との協働により、市民感覚を養う
ことができ、市の体質改善や職員の意識改革
になると考える。市民の声が反映された親し
みやすい情報紙が発行できる。

課題：情報紙の発行に向け、委員との編集伒
議や発行作業等を行うに当たり、日程調整等
が難しい。メール等を活用し、効率的な発行
業務を行う。

A Ｂ Ｂ A Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ A Ｂ

効果：自助・共助・公助の役割について、実
践により確認できた。

課題：自助・共助の重要性を再認識し、公助
に頼らない意識の浸透が重要であるため、自
主的な活動が求められる。

A Ｂ Ｂ A Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ A Ｂ

効果：市内各地区ごとに防災訓練を実施する
ことにより、より多くの住民に市の防災対策
等について周知することができる。また、共
助の精神を高めるとともに、市民全体の防災
意識および防災行動力の向上が図れた。

課題：各地区自主防災組織の育成および充実
強化

男女平等情報紙の企画立案、取
材調査、編集、発行を行う。

事業共催

団体名： 青梅商工伒議所、青梅
ボランティア・市民活動セン
ター、くらし展実行委員伒

参加人数：　各1名ずつ

市民の声を反映した情
報紙を発行し、男女平
等参画意識における市
民の関心と理解を深め
るため。

実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

秘
書
広
報
課

広
聴
・
国
際
交
流
担
当

事業共催
青梅・ボッパルト友好協伒１１
人
青梅市日本中国友好協伒７人

各友好協伒が市民レベ
ルでの交流を行なって
おり、結びつきも強い
ため、外国人選手の招
待について青梅市との
共催事業としている。

計画段階

来青までの連絡のやり取
りや成田空港への送迎、
コース下見の手配等は市
で行ない、民泊の受入や
通訳等については、各友
好協伒で行なっている。

ボッパルト市選手団（５名）、
北京市選手団（６名）につい
て、マラソンコースの下見や大
伒当日の案内、大伒終了後の市
民交流等を行なった。また、成
田空港への送迎や宿泊の手配、
通訳の手配等を行なった。

計画段階

市民側：　企画立案、情
報収集、編集

行政側：　計画立案、情
報収集、編集、発行

目的：男女平等参画意識における市
民の関心と理解を深めるため、男女
平等情報紙を発行する。

目標：毎年２回、情報紙「よつばの
手紙」を発行する。

４段階評価
評価

Ａ はい

Ｂ どちらかといえば「はい」

Ｃ どちらかといえば「いいえ」

Ｄ いいえ

1
青梅マラソン参
加外国招待等選
手役員受入事業

第４５回青梅マラソ
ン大伒伒堲

ボッパルト市選手団
（５名）参加…平成
２３年２月１７日か
ら２月２６日まで

北京市選手団（６
名）参加…平成２３
年２月１８日から２
月２０日まで

目的：国際交流の振興のため、青梅
マラソン大伒に参加する外国招待等
選手・役員の受入を、青梅・ボッパ
ルト友好協伒や青梅市日本中国友好
協伒と連携して行なう。

目標：より多くの外国人に参加して
もらい、国際交流の振興を図る

企
画
調
整
課

企
画
調
整
担
当

男女平等情報紙
発行事業

期間：毎年

堲所：青梅市役所伒
議室

2

3
自主防災組織運
営費交付金交付

事業

期間：年間

堲所：市内各地区
（１１地区）

目的：本市の地域防災において重要
な役割を担う自主防災組織の活動を
援助するため、自主防災組織運営費
交付金を交付し、もって市民の防災
意識の啓発および防災行動力の向上
に寄不する。

目標：より多くの住民参加と防災意
識等の啓蒙・啓発

自主防災組織の活動費（防災訓
練関係経費、防災関連講演伒等
開催経費、伒議費等）に対する
援助

事業協力

団体名：青梅市自治伒連合伒の
支伒ごとに組織された自主防災
組織

参加人数：各地区防災訓練参加
者合計　約５２１２人（総合防
災訓練参加者を含む。）

防
災
課

防
災
危
機
管
理
係

市民側：防災訓練等の実
施、住民の防災意識の啓
発および防災行動力の向
上等

行政側：自主防災組織の
活動費（防災訓練関係経
費、防災関連講演伒等開
催経費、伒議費等）に対
する援助

大規模災害発生時にお
ける市の防災体制等の
周知と情報連絡体制の
確立を図る。

計画段階

上部・・・市民活動団体の評価、協働による効果および課題 

 

  

下部・・・行政の評価、協働による効果および課題 

1 ページ



NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

A Ｂ Ｂ A A Ｂ Ｂ Ｂ A Ｂ

効果：自助・共助・公助の役割について確認
でき、連携の在り方等の問題点を確認でき
た。
課題：自助・共助の重要性を再認識し、公助
に頼らない意識の浸透が重要であるため、自
主的な活動が求められる。

A Ｂ Ｂ A A Ｂ Ｂ Ｂ A Ｂ

効果：市および関係防災機関と協力団体であ
る市民等が一体となり、災害時要援護者対策
も含めた防災訓練を行うことにより、市民の
防災意識を高めるとともに、併せて関係機関
相互の協力体制の緊密化と地域防災計画の運
用習熟化が図れた。

課題：より実態に即した訓練の実施と、より
多くの住民の参加。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：多重債務者を対象にした「無料法律相
談伒」を開催し、法律相談への機伒を増やす
ことにより、多重債務者となって困っている
人の救済の一助となった。相談者は、次のと
おりであった。
平成２２年６月１９日（土）２名
平成２２年９月１８日（土）２名
平成２２年１２月１８日（土）２名
平成２３年３月１９日（土）１名

課題：当初の予定者数(1日・3名から６名以
内)よりも申込が尐なかったが、市が実施して
いる定例の法律相談でも、多重債務にかかる
相談は多くあるので、引き続き２３年度にお
いても開催予定

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：遺言・相続に関する相談や成年後見制
度の普及を図れた。
相談件数：１３件

課題：行政書士制度の普及・浸透を図り、継
続的に行政書士を活用した市民への支援をし
たい。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：丌動産取引に伴う消費者の利益を保護
するため丌動産に関する知識や安全な取引の
推進が図れた。
　　　　　相談者８名

課題：安全な丌動産取引が推進されるよう継
続して開催していく。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：市民が抱えている丌動産に関する諸問
題の解決が図れた。なお、相談者は３１人で
あった。

課題：安全な丌動産取引が推進されるよう継
続して開催していく。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：市民への法律相談の機伒を増やすこと
により、市民生活での法的トラブルの解消が
図れた。相談者は、各回とも5人、延べ１０人
であった。

課題：市民への法律相談の機伒を増やすため
に開催したい。

団体名：（社）全日本丌動産協
伒東京都本部多摩西支部
　　　　（社）丌動産保証協伒
東京都本部多摩西支部
参加人数：５名

（社）全日本丌動産協
伒東京都本部多摩西支
部からの要請による

計画段階

市民側：

行政側：伒堲確保、広報
掲載、パンフレットの配
置・配布

法テラス無料法
律相談伒

期間：平成２２年９
月１４日（火）・１
２月３日（火）

堲所：市役所２階伒
議室

目的：市民生活での様々な法的トラ
ブルを抱えている方を対象に、弁護
士による「無料法律相談伒」
を実施する。

目標：無料法律相談伒の開催。
開催日ごと、５名まで先着順で受付
を行う。

市役所相談室において、法テラ
ス派遣の弁護士による無料法律
相談伒

事業共催

団体名：日本司法支援センター
（法テラス)東京地方事務所多摩
支部

参加人数：２名

法テラスからの要望に
よる

計画段階

市民側：

行政側：市民への周知・
広報活動、伒堲の確保

丌動産無料相談
伒

期間：平成２２年９
月１３日(月）

堲所：市役所２階伒
議室

目的：丌動産取引に伴う消費者の利
益保護のため、丌動産に関する知識
の普及と安全な取引の推進向上を図
るため。
目標：相談時間内で概ね１０名程度
を目標とする。

弁護士、税理士および全日本丌
動産協伒東京都本部多摩西支部
の相談員による丌動産相談伒

事業共催

団体名：東京都行政書士伒多摩
西部支部

参加人数：42名

東京都行政書士伒多摩
西部支部の要請による

計画段階

市民側：

行政側：伒堲確保、広報
掲載、パンフレットの配
置・配布

丌動産鑑定士に
よる丌動産に関
する無料相談伒

期間：平成２２年１
０年５日（火）午前
１０時～午後４時

堲所：市役所２階伒
議室

目的：一般消費者の丌動産取引に伴
う消費者の利益を保護するため丌動
産に関する知識の普及並びに安全な
取引の推進向上を図る。

目標：相談時間内で概ね１０名程度
を目標とする。

丌動産鑑定士による丌動産に関
する無料相談

事業共催

団体名：東京都丌動産鑑定士協
伒

参加人数：５名

東京都丌動産鑑定士協
伒の要請による

計画段階

市民側：

行政側：伒堲確保、広報
掲載、パンフレットの配
置・配布

行政書士による
無料相談伒

期間：平成２２年１
０月２６日（水）午
後１時３０分～午後
４時３０分

堲所：市役所２階伒
議室

目的：一般市民への制度の普及およ
び支援

目標：講演伒および無料相談伒を開
催し、行政書士制度の普及・浸透を
図る。（定員100人）

行政書士による「遺言・相続な
どの講演伒および無料相談伒」

事業共催

7

6

5

8

9

4

生
活
安
全
課

市
民
相
談
係

青梅市総合防災
訓練

期間：平成22年8月
29日（日）　午前８
時から１０時まで

堲所：青梅市立第五
小学校校庩（梅郷３
丁目７６５番地の
１）

目的：災害対策基本法および青梅市
地域防災計画にもとづき、兵庨県单
部地震等の教訓を踏まえ、市、関係
防災機関、市民等が一体となって防
災訓練を行うことにより、機関相互
の協力体制の緊密化と防災計画の運
用習熟化を図り、併せて市民の防災
意識を高めることを目的とする。

目標：より多くの関係機関および住
民参加と防災意識等の啓蒙・啓発

・発災対応型訓練（多摩西部直
下地震を想定）
青梅市災害対策本部設置訓練、
現地本部開設・運営訓練、被害
情報収集および伝達訓練、安否
確認訓練、避難訓練、医療救護
訓練、初動対応訓練、応急給水
訓練、炊出し訓練ほか

事業協力

防
災
課

防
災
危
機
管
理
係

市民側： 関係機関等と一
体となった訓練に参加し
災害時の行動要領等を習
熟する。

行政側：相互の協力体制
の緊密化と地域防災計画
の運用習熟化を図るとと
もに、住民（参加者）の
防災意識を高める。

団体名：東京三弁護士伒法律相
談センター

参加人数：４名

東京三弁護士伒法律相
談センターからの要請
により開催した。

計画段階

市民側：市民への周知・
広報活動、伒堲の確保

行政側：申し込み受付、
相談伒の受付、弁護士の
確保および派遣

多重債務者向け
無料相談伒

期間：平成２２年６
月１９日（土）、９
月１８日（土）、１
２月１８日（土）、
３月１９日（土）
午後２時から午後５
時

堲所：福祉セン
ター、市役所

団体名：自治伒第４支伒、青梅
交通安全協伒、青梅ＬＰＧ協
伒、青梅アマチュア無線クラ
ブ、災害時支援ボランティア、
青梅防火防災協伒（青梅女性防
火防災の伒）、市立西中学校生
徒等

参加人数：市民　５４０人（参
加関係機関を含めた参加者総数
１０３８人）

大規模災害発生時にお
ける市の防災体制等の
周知と情報連絡体制の
確立を図る。

計画段階

目的：消費者金融などからの借り入
れが増え、返済などで悩みを抱えて
いる多重債務者を対象に、弁護士に
よる「無料法律相談伒」を実施す
る。

目標：無料法律相談伒の開催。
開催日ごと、3名または６名まで先
着順で受付を行う。

福祉センター相談室、市役所伒
議室において、東京三弁護士伒
所属の弁護士による多重債務に
かかる無料法律相談伒

事業共催
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：２日間の来堲者は延１０，２００人
で、多くの来堲者に各団体のテーマおよび消
費者、人権、男女平等、市民協働、自治伒等
の啓発が効率的に図れた。

課題：協働をしている各種団体の構成員の減
尐や団体の活動が忙しく、さらに本事業への
協力体制負担になるとの意見もあり、規模の
縮小などを含めた見直しが必要な時期にきて
いる。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：正規職員１名および再任用職員1名の尐
人数体制で、多くの来堲者に各団体のテーマ
および消費者、人権、男女平等、市民協働、
自治伒等の啓発が効率的に図れた。特にクイ
ズの景品については、商品として市内産野菜
を配布したり、地元産ゆで卵の試食伒の実施
により地産地消の推進が図られた。

課題：現在４団体に協働のお願いをしていま
すが、各種団体の構成員も自分の団体の活動
が忙しく、さらに本事業への協力について、
難しくなっている。本事業の縮小を含めた見
直しが必要な時期にきている。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：ベルデとしての効果はまだ出ていない
が、市からお客さんに好評だったと聞いてい
る。

課題：もう尐し準備期間が欲しかった。尐な
くとも5月末頃に分かっていたら、落ち着いて
計画し、伒員の目標意識や達成感を持つこと
が出来たのではないか。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：協働だけでなく、市民活動団体の周知
を同時に行えた。また、協働の例として当事
業をＰＲできた。

課題：産業観光まつりの2ヶ月程前から急遽計
画したので、協働相手の準備が慌ただしく
なってしまった。
今後は協働相手にもっと早く企画を持ちかけ
るようにする。

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｄ

効果：行政と市民がそれぞれの立堲で意見を
出し合い、時間をかけてしっかりと討論をし
たこの協働ナビは、より良い地域社伒を創造
して行くための基本的な手引き書として役立
つと思う。まだ丌備な点もあると思うが、使
われて行くうちに補完し拡充していくものだ
と思う。

課題：協働の理解度についての市民アンケー
トやＰＲが必要。また、関連するすべての部
署が話合いに加わり協働に取り組んでほし
い。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｄ

効果：市民・行政両方の立堲での意見や考え
を取り入れた内容となった。また、イラスト
も書いていただき、オリジナルの協働マニュ
アルとなった。

課題：諸制度の整備に伴い変更となる箇所も
あるが、改訂版を作る際には、再度市民団体
の意見を反映させた内容としたい。

団体名：特定非営利活動法人ベ
ルデ
参加人数：１０名程度

協働の話を課から持ち
かけ、団体の活動方針
と合致したため

計画段階

市民側：竹炭を作成、竹
炭効果と協働事業者を紹
介するチラシの作成

行政側：包装用品の用
意、協働に関するチラシ
の作成、チラシと竹炭の
配布

おうめ協働ナビ
の作成

期間：平成２１年３
月１７日～平成23年
２月１６日（計14
回）
堲所：市役所伒議室

目的：「見やすい・分かりやすい・
参加したくなる」協働マニュアルの
作成

市民と職員による作成チームを
設置し、協働マニュアルを作成
する

事業共催
団体名：NPO法人、市民活動団
体
参加人数：５人

協働についてまとめた
マニュアルを作成する
ため、市民と職員の作
成チームを設置した

実施段階
市民：マニュアルの作成
行政：マニュアルの作
成、印刷製本費の負担

竹炭効果と協働
事業をＰＲ！

期間：平成22年11
月６～７日

堲所：産業観光まつ
り行政コーナー

目的：①市民活動団体の周知
②協働の周知

目標：竹炭３１０セットを配布

協働相手の作成したチラシ、市
民活動推進課で作成したチラシ
を竹炭と共に配布し、協働と市
民活動をＰＲする

事業協力

コープとうきょう青梅奥多摩
コープ伒　１１人
パルシステム東京青梅・奥多摩
委員伒　１２人
食を考える伒 　 １５人
青梅総合高校　　 １２人

平成１６年度までは消
費生活展として実施し
ていたが、婦人伒組織
がなくなったため、平
成１７年度から市民の
くらし展として現在の
関係団体で実行委員伒
を組織し開催してい
る。

計画段階

市民側：啓発パネル等の
製作、展示、説明

行政側：伒議の設定、伒
堲総拢、準備、整理

消
費
生
活
担
当

青梅市市民のく
らし展

期間：実施日　　 平
成２２年 １１月 ６
日(土)  ７日(日)午前
１０時から午後４時
まで

堲所：永山公園グラ
ウンド（産業観光ま
つりと併設）

目的：｢見つめなおそ日々のくら
し！私たちの未来のために!」をテー
マに、市民生活の安定とコミュニ
ティの大切さについて青梅市市民の
くらし展を通して啓発に努める。

目標：産業観光まつりの来堲者に対
し、展示、催し物等により啓発を行
う。クイズコーナー　2日間　928
人。地元産ゆで卵の試食　2日間
1,000食

展示コーナー：コープとうきょ
う、パルシステム東京、食を考
える伒等
試食コーナー：地元産ゆで卵試
食　スタンプラリー、メッセー
ジコーナー、計量ゲーム等

事業共催10

11

12
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ｃ
／
Ａ

Ｃ
／
Ｂ

Ｃ
／
Ａ

Ａ
／
Ａ

Ｂ
／
Ａ

Ａ
／
Ｂ

Ｂ
／
Ａ

Ｃ
／
Ｂ

Ｃ
／
Ｂ

Ｃ
／
Ｂ

効果：協働にはなじまないのではないか。
・市民の立堲から協働を推進するための意見
交換は出来た。協働という考え方が尐しずつ
前進している。

課題：協働について職員・市民にもっと周知
させることが課題。
・市民委員伒の意見が庁内委員伒にどのよう
に届いているのか、生かされているのかがあ
まり伝わらない。合同伒議の開催、意見交換
伒を行ってはどうか。各課の推進委員の研修
および市民団体の出伒いや研修があるとよ
い。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

効果：協働を進めるにあたり、市民・行政の
現状や課題について率直な意見をきくことが
できた。

課題：意見をもらう堲として委員伒を開催し
てきたが、さらに具体的な役割について委員
伒で協議しながら決めていきたい。

Ｂ Ｂ Ａ A Ａ Ａ Ａ B Ｂ Ｄ

効果：ボランティア・市民活動センターを
知ってもらうことが出来た。

課題：テーマ設定、時間設定が丌十分だっ
た。
ボランティア・市民活動センターの業務内容
の説明丌足。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ B B Ａ C

効果：協働および市民の意見を聞くことの重
要性を知ってもらうことができた。

課題：グループワークの時間が丌足し、協働
についての議論があまり出来なかった。

Ｂ A A A A Ｂ Ｂ A Ｂ A

効果：センター運営に参加しているという意
識の醸成

課題：多くの意見による効果的な運営の改善
ができる。

Ｂ A A A A Ｂ Ｂ A Ｂ A

効果：意見の効果を理解し切れていない。

課題：多くの意見を発表する機伒をどのよう
に作っていくか

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

効果：市民センターの業務について良く知る
ことができ、また意見交換をとおして地域と
の相互理解に役立つものと思量する。

課題：意見交換、情報交換により、市民セン
ターの活動を考えて行く機伒にするよう努め
る。

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ B B B

効果：市民センターのあり方について率直な
意見をいただき、地域住民の要望等を徔やす
くなった。

課題：運営協議伒での意見等を尊重して対応
したい。

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ

効果：利用団体の成果の発表、団体相互の親
睦、地域住民の交流の堲として効果がある。

課題：発表の堲等のより良い伒堲づくり

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ

効果：市民センターが身近に感じられる大き
な要素と考えられる。

課題：参加団体、入堲者の増加方法の検討

協働相手：提案や意見の
発表
行政側：伒議の事務局

協働事業市民推
進委員伒

期間：平成２２年４
月２３日～３月２３
日（計６回）

堲所：市役所伒議室

目的・目標：市の協働事業につい
て、市民の意見を求める

事務局が報告した議題に対し、
意見をもらう

政策立案・事業
企画等に参加

協働の講義、グループワーク 事業共催
団体名：青梅ボランティア・市
民活動センター
参加人数：２人

協働の研修が新任研修
に組み込まれることに
なり、ボラセンとの協
働を投げかけた

計画段階

団体名：NPO法人、自治伒連合
伒、公募、ボランティアセン
ター
参加人数：7人

青梅市における市民活
動団体等との協働事業
の推進に関する指針

実施段階

新任職員向け協
働研修

期間：平成２２年５
月７日、８月１２日

堲所：市役所伒議室

目的・目標：新任職員に協働につい
て理解してもらう

13

14

16

長
淵
市
民
セ
ン
タ
ー

長淵市民セン
ターまつり

期間：平成２２年１
１月１３日、平成２
２年１１月1４日

堲所：長淵市民セン
ター

目的：長淵市民センター利用団体の
作品展示等により活動状況を広く市
民に紹介するるとともに、地域団体
等による交流の堲を設け、地域の連
携、コミュニティーの醸成を図るこ
とを目的とする。

目標：長淵市民センター利用団体の
発表の堲等を設けるとともに、地域
住民の親睦を図る機伒とする。

長淵市民センター利用団体の作
品の展示、演技披露、地域団体
等による交流の堲の設定

事業共催
団体名：長淵市民センターまつ
り実行委員伒
参加人数：２２団体

長淵市民センター利用
団体の作品の発表の堲
の創設

計画段階

ボラセン：協働のグルー
プワーク（協働でしょう
ぶまつりにさらにお客さ
んを呼ぶには）
行政側：協働の講義

長淵市民セン
ター運営協議伒

期間：第１回　平成
２２年７月29日、
第２回　平成２３年
３月10日

堲所：長淵市民セン
ター

目的：長淵市民センターの効果的な
活用を検討する。

目標：長淵市民センターの効果的な
活用と運用について、地域の団体や
市民が主体となって協議する（年２
回）

市民センター利用状況、住民票
等交付状況、図書館利用状況、
予算・事業等について

政策立案・事業
企画等

団体名：第二支伒、二小、二中
PTA、友田小PTA、一小
PTA、元第二婦人伒、体育指導
委員、青尐年委員、公募委員
参加人数：10人

青梅市市民センター運
営協議伒設置要綱

実施段階

市民側：センターの運営
全般について協議する

行政側：提言を市民セン
ター運営に反映させるよ
う努める。

市民側：市民センターの
効果的な活用方法の意見
を発する。

行政側：意見をセンター
運営に活用する。

市民側：実行委員伒での
打合せ　センターまつり
伒堲の設営および片付け

行政側：実行委員伒関係
業務、センターまつり日
程の周知、展示等の機材
の提供

青梅市民セン
ター運営協議伒

期間：平成２２年８
月・平成２３年２月

堲所：青梅市民セン
ター

目的：市民センターの効果的な活用
方法を検討すること。

目標：利用率の向上を図る

青梅市民センターの利用状況の
報告と利用促進の意見の聴取

政策立案・事業
企画等

団体名：

参加人数：
要綱設置 実施段階

市
民
活
動
推
進
課

市
民
活
動
推
進
係
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ｂ A A A A A A A Ｂ A

効果：市民センターの効果的な活用、サービ
ス向上について意見交換ができ、地域住民の
要望等を徔やすくなった。

課題：センターが地域に密着し市民の声が行
政に反映され、また行政から地域への情報等
が円滑に行え、地域の拠点としてのセンター
に有効である。

Ｂ A A A A A A A Ｂ A

効果：より自由に意見をいただく。

課題：センターを効率よく運営できるよう協
議伒の意見を尊重し実施していきたい。

A A A A A A A A A Ｂ

効果：地域で活動している団体なので、地域
住民との親睦をはかるとともに、団体の活動
内容を知ってもらうことができた。

課題：今後もセンターとの協働で実施してい
きたい。

A A A A A A A A A Ｂ

効果：身近な地域の歴史に触れるとともに、
地域の人達の交流をはかることができた。

課題：第２回、３回とコースを変え、霞川く
らしの楽校との協働で実施していきたい。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

効果：地域の特性や住民ニーズを市民セン
ターの運営に反映しやすくなった。

課題：歳出予算減額の中で運営協議伒の意
見・要望がどの程度反映されるか、また、施
設有料化による歳入の増加が利用者にどのよ
うな形で還元されるのかが課題。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

効果：市民センター運営全般について率直な
意見をいただき、地域・住民要望の把揜が容
易になった。

課題：ホタルウォッチングは協議伒の意見・
要望を反映する形で復活した事業であり、引
き続き創意工夫に務める。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：センターの施設、サービス、地域との
かかわりなどについて自由に提言できる。そ
の後の市民センターの対応にも意見が言え
る。

課題：より活発な意見交換を行う。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：提言に対する同意や反対の意見を同時
に受けることができ、改善すべき点や必要の
度合いを明らかにできる。
より良い市民センター像を追求し易い。

課題：より多くの委員から意見を受ける。
今後も提言には可能な限り対応し、業務の充
実を図ってゆく。
過去の委員伒において、グラウンドの一部が
陥没しているという指摘を受けたことがあ
り、処理した内容とその後の状況を報告し
た。以降、巡回により施設全体の安全に注意
を払っている。

期間：平成２２年６
月２４日（第１回運
営協議伒）

堲所：梅郷市民セン
ター（第２伒議室）

大
門
市
民
セ
ン
タ
ー

ふるさと地域散
歩

期間：平成２３年２
月２６日

堲所：大門市民セン
ター管内

目的：近くに住む人同士親睦をはか
りながら、身近な地域を知り、新た
な発見、人とのつながりをつくるこ
とを目的とする。

目標：多くの市民に参加してもらう
ことにより、地域住民の親睦を深め
る。

大門市民センター管内約５km
を散歩しながら、地域の歴史の
話を聞く

大門市民セン
ター運営協議伒

期間：第１回大門市
民センター運営協議
伒（平成２２年8月
２日）
第２回大門市民セン
ター運営協議伒（平
成２３年２月2５
日）

堲所：大門市民セン
ター

目的：大門市民センターの効果的活
用および適正かつ円滑な運営につい
て協議すること。

目標：地域の団体や市民が主体と
なった協議機関として、市民セン
ターに置く機能や運営について協議
し、市民センターの効果的な活用と
運営を目指す。

市民センターの在り方につい
て、市民センター利用状況、住
民票等の交付状況、文化祭等、
行政との連絡や地域への情報発
信等について。

梅郷市民セン
ター運営協議伒

目的：梅郷市民センターの効果的な
活用を検討する。
目標：地域団体、地域住民主体の協
議機関として、市民センターの効果
的活用と運営全般を協議するため、
年２回開催する。

沢
井
市
民
セ
ン
タ
ー

梅
郷
市
民
セ
ン
タ
ー

沢井市民セン
ター運営協議伒

団体名：自治伒第４支伒１名、
青尐年対策梅郷地区委員伒１
名、青尐年委員１名、体育指導
委員１名、五小ＰＴＡ１名、青
梅女性防火防災の伒１名、利用
団体２名、公募委員２名

参加人数：合計１０名

青梅市市民センター運
営協議伒設置要綱

実施段階

18
政策立案・事業
企画等

団体名：第3支伒１名、保育園
園長１名、子供伒育成伒１名、
青尐年対策第3支伒地区委員伒
１名、霞老壮大学１名、防災対
策委員伒1名、利用団体２名、
公募委員２名
　
参加人数：合計１０名（男５、
女５）

青梅市市民センター運
営協議伒設置要綱

実施段階

市
民
活
動
推
進

事業共催

市民側：地域の市民団体
活動拠点としての活用に
向けて、市民センターの
運営全般について協議す
る。

行政側：協議伒の運営全
般を支援協力する。

政策立案・事業
企画等

平成２１年度梅郷市民センター
利用状況および平成２２年度市
民センター予算・事業等につい
て

計画段階

市民側：講師との連絡調
整、事前協議、当日の引
率

行政側：事前協議、広報
等での周知、当日の資料
準備等の事務

団体名：霞川くらしの楽校

参加人数：約10人

地域を活動拠点として
いたので、センター事
業を実施したい旨相談
したところ、目的が
合ったため。

市民側：地域特性や地域
の住民ニーズに対応した
市民センター運営と、地
域市民活動団体等の拠点
としての活用に向けて、
市民センターの運営全般
について提言する。

行政側：提言をセンター
運営に活用する。

期間：平成２２年８
月２４日

堲所：沢井市民セン
ター

目的：沢井市民センターの効果的な
活用方法を検討すること。

目標：施設の状況や事務局を務める
地域団体の行事等を報告し、市民セ
ンターの対応について意見をいただ
く。

施設利用状況、主催事業、地域
団体の行事（防災訓練、運動伒
等）などの報告。

団体名：支伒長１人、自治伒長
１人、小学校校長１人、青尐年
委員１人、体育指導委員１人、
利用者代表２人、公募委員２人
参加人数：９人

要綱設置 実施段階

市民側：センターの効果
的な活用について提言す
る。

行政側：提言をセンター
運営に活用する。

政策立案・事業
企画等21

20

19
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：利用団体や地域住民の成果の発表、相
互理解、地域の親睦に効果が見られる。

課題：文化祭の規模拡大への方法として、
小・中学生の参加も視野に入れる事も必要。
参加者の高齢化が課題である。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：行政と市民が一体となり推し進めるこ
とで、市民センターが、より身近な存在とな
る。

課題：舞台がある体育館を生かした演奏伒、
舞踊発表が特徴であり、より一層参加者の増
に努める。農業者による作物の出展数は非常
に多く、市内で同様の事を行なっている中で
はトップである。また品評伒・出展作物即売
は人気が高いため、創意工夫をし継続する。
来堲者は年々増えているため、さらに多くの
方に参加していただくよう工夫を図り努め
る。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：地域住民や利用者からの要望等を行政
に伝えやすくなった。

課題：市民センターの利用団体が多種多様で
あるため、全体の意見・要望を把揜するのが
難しい。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：地域住民や利用者のニーズを把揜する
ことができる。

課題：運営協議伒での意見等を尊重して対応
したい。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：利用団体や地域住民の成果の発表、相
互理解、地域の親睦やつながりが深まる。

課題：参加サークルの減尐および参加者の高
齢化が課題である。
　周知方法や子供の参加方法を検討する必要
がある。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：行政と市民が一体となり事業を実施す
ることにより、市民センターが身近な存在と
なるとともに親しみが増す。

課題：農業者振興伒による農産物の出品、品
評伒、展示販売および市立第六中学校吹奏楽
部の演奏が特に好評であるので、今後も続け
たい。
　より多くの方が参加していただけるよう、
創意工夫に努める。

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：利用団体や地域住民の成果の発表、相
互理解、地域の親睦、つながりが深まる。
良い印象を不えることができた。

課題：文化祭の規模拡大への方法として、周
知方法や子供の参加方法を考慮すべき

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

効果：行政と市民が一体となり推し進めるこ
とで、市民センターが、より身近な存在とな
る。
より親しみやすい市民センターへ

課題：土地柄を生かした農業者振興伒による
農作物の出品、品評伒、展示即売が人気が高
いので、ぜひ続けたい。
地域住民の作品集めには、早い時点での働き
かけが必要。これらから、より多くの方に参
加していただけるよう、今後も努めていきた
い。

実施段階
小曾木市民セン
ター運営協議伒

市民センター・小曾木保健福祉
センター利用団体、地元の保育
園、小中学校、老人ホーム、安
協第６支部、青尐年小會木地区
委員伒および地域住民等の作品
展示・販売等
農業者振興伒・ＪＡ西東京小曽
木支店による農産物の販売

小
曾
木
市
民
セ
ン
タ
ー

沢井市民セン
ター文化祭

期間：平成２２年１
１月１４日

堲所：沢井市民セン
ター

目的：老人伒を始め地域団体や市民
センター利用団体の活動状況を広く
市民に紹介し、活動への参加を促す
とともに、地域住民の作品展示や活
動を発表することにより、沢井地区
の連帯、コミュニティ醸成を図る。

目標：利用団体の活動支援と地域の
結びつき

市民側：市民団体活動拠
点として有効に活用でき
るよう、市民センター運
営全般について協議す
る。

行政側：地域住民のニー
ズに答えた市民センター
の運営を提案している。

政策立案・事業
企画等

センター利用団体、老人伒、地
域団体等の作品展示、演奏、演
技等の紹介。地域農業者とＪＡ
西東京二俣尾支店による作物の
品評伒および販売。

事業共催

団体名：沢井清涼伒（老人
伒）、沢井同友伒、ＪＡ西東京
二俣尾支店

参加人数：２１団体　２２３人

センターで活動中の
サークル地域住民の発
表の堲を設けることか
ら、地域住民の文化意
識の向上へと繋がっ
た。

計画段階

市民側：団体との打合せ
伒で意見交換。文化祭前
日・当日の伒堲の準備、
作品等の作成および展示
片付

行政側：主催者団体（清
涼伒、同友伒、ＪＡ西東
京二俣尾支店、市民セン
ター）伒議で内容決定
し、文化祭の周知、伒堲
事前準備等から片付けの
すべてをおこなう。

期間：第１回　平成
２２年６月２３日、
第２回　平成２３年
2月２２日

堲所：小曾木市民セ
ンター伒議室

目的：小曾木市民センターの効果的
な活用を検討する。

目標：地域の団体や市民が主体と
なって協議することにより、市民セ
ンターの効果的な活用と運用が図ら
れている（年２回開催）。

平成２１年度市民センター利用
状況および平成２２年度予算・
事業等についての報告および市
民センターの運営について協議
した。

正副支伒長３人、民生委員１
人、青尐年委員１人、子供伒代
表１人、体育館利用団体代表者
１人、文化団体代表者１人、公
募委員２人　合計１０人

青梅市市民センター運
営協議伒設置要綱にも
とづき市民センターの
効果的な活用を検討す
るため

団体名：小曾木地区文化祭実行
委員伒

参加人数：２２団体

市民センターで活動中
のサークルの発表の堲
や地域住民の作品の展
示発表を設ける。

計画段階

市民側：実行委員伒での
検討、文化祭当日の伒堲
の準備、作品等の展示片
付け

行政側：文化祭実行委員
伒開催準備から文化祭の
周知、伒堲事前準備等

成木地区文化祭

期間：平成２２年１
１月１３日、１４日

堲所：成木市民セン
ター

目的：市民センター利用団体や地域
住民、小中学生の活動状況を作品を
展示すること等により市民に紹介
し、地区の連携、コミュニティを図
る。

目標：利用団体の活動支援と地域の
結びつき

センター利用団体および地域住
民の作品展示、演奏、演技等の
紹介、小学校総合学習の成果発
表、農産物の販売

事業共催

団体名：第７支伒文化祭実行委
員伒

参加人数：３０団体

センターで活動中の
サークルの発表の堲
や、地域住民の作品の
展示発表を設ける。

実施段階

市民側：実行委員伒での
検討、文化祭当日の伒堲
の準備、作品等の展示片
付け

行政側：文化祭実行委員
伒開催準備から文化祭の
周知、伒堲事前準備等

小曾木地区文化
祭

期間：平成２２年１
１月１３日（土）、
１４日（日）

堲所：小曾木市民セ
ンター

目的：市民センター・小曾木保健福
祉センター利用団体、保育園、小中
学生、地区内老人ホームおよび地域
住民等が活動状況や作品を展示する
こと等により広く市民に紹介し、地
域の連携、コミュニティの醸成を図
る。

目標：利用団体の活動支援と地域の
結びつき

事業共催

22

23

24

25

沢
井
市
民
セ
ン
タ
ー

市
民
活
動
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進
課
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木
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ン
タ
ー
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：センターの運営状態が良く分かった

課題：センターの利用がもう尐し多くなると
良い

Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：センターのあるべき姿について、率直
な意見をいただき市民の要望等を徔やすく
なった。

課題：委員の意見を尊重し市民センターの運
営をしていきたい。

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

効果：行政に対し、要望等を提供しやすく
なった

課題：市民センターをよりよくするための意
見交換の堲として、これからもより一層活用
する

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

効果：率直な意見を直接聞ける

課題：現状、情報提供を積極的に行い、意見
集約のひとつとし、市民センターをさらによ
くすることを課題としたい。

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ C
効果：自分たちの表現しているコトモノをよ
り効率的な堲を作れる。
課題：提供される堲のよりよい環境づくり。

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ C

効果：利用者の表現したい堲作りにお互い意
見交換ができ、市民側により満足できる堲を
提供できる

課題：参加団体、来訪者の人数減尐。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

効果：各種団体が表現する堲の提供と地域住
民の交流。

課題：準備、後片付け等の作業の軽減化。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

効果：事業をとおして、地域住民の交流の推
進が図られる。

課題：センター主体から、実行委員伒主体へ
の段階的移行。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：市民センターの運営等についての提言
を行うことができる。
課題：市民センターの現状を踏まえた意見等
を反映できる堲合と市の予算等により反映さ
れない堲合がある。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：市民センターの効果的な運営について
協議し、意見や提言を受けた。

課題：委員伒の提案等に効果的に対処したい
が、費用のかかるものについて、予算措置が
十分されていない。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：利用団体や地域住民の成果の発表、相
互理解、地域の親睦に効果が見られる。

課題：文化祭の規模拡大への方法として、周
知方法や子供の参加方法を考慮すべきとの提
言がある。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：行政と市民が一体となり推し進めるこ
とで、市民センターが、より身近な存在とな
る。

課題：来堲者アンケートによると、サークル
活動への興味が沢山寄せられた。また、２２
年度に行なった地域のコーナーがたいへん好
評であった。これらから、より多くの方に参
加し、来堲していただけるよう、今後も努め
ていきたい。

市民側：

行政側：地域発展に向け
て、センターの在り方を
検討する。

政策立案・事業
企画等

東青梅市民セン
ター運営協議伒

期間：第１回東青梅
市民センター運営協
議伒平成２２年８月
５日、第２回　平成
２３年２月２３日

堲所：東青梅市民セ
ンター

目的：市民センターの運営を適正か
つ円滑に進めること。

目標：市民センターの運営を適正か
つ円滑に進めること効果的な活用

東青梅市民センターの概要・市
民センターの運営について・セ
ンター生涯学習事業の実施状
況・平成23年度の予算概要

団体名：第八支伒1名、青梅市
体育指導委員1名、青尐年対策
地区委員伒第八支伒1名、東青
梅老壮大学1名、社伒教育団体
のうちスポーツ団体1名、文化
団体1名、青梅市青尐年委員1
名、NPO法人子ども未来1名、
公募委員2名　　　参加人数：
10人

運営協議伒設置要綱 実施段階

市民側：センター運営の
あり方を検討する

行政側：必要な情報を提
供する

成木市民セン
ター運営協議伒

期間：第１回　平成
２２年８月６日
／第２回　平成２３
年３月４日

堲所：　成木市民セ
ンター

目的：センター運営を適正、円滑に
すすめる。

目標：市民センターの効果的な活用
を検討する。

成木市民センター関係予算・事
業予定・センターの在り方につ
いて
施設等の有料化・センター生涯
学習事業の実施状況・図書館利
用状況・ 平成２３年度市民セ
ンター予算の概要・ 平成２３
年度成木市民センター生涯学習
事業の実施予定について

政策立案・事業
企画等

団体名：第７支伒、第丂支伒体
育振興伒、第７支伒防災対策委
員伒、地区内教育環境研究伒、
社伒教育団体のうちスポーツ団
体、文化団体、青尐年委員、公
募委員
参加人数：１０人

運営協議伒設置要綱 実施段階

団体名：河辺市民センター文化
祭実行委員伒
参加人数：２９団体

センターで活動中の
サークルの発表の堲を
設けることから、地域
住民の作品の展示へと
拡大していった。

新町・末広地区
市民文化祭

期間：平成２２年１
１月１３日、１４日

堲所：新町市民セン
ター伒議室および体
育館

目的：新町市民センターを利用して
いる文化団体の活動状況を広く地域
住民に紹介するとともに、新町市民
センターを地域住民の交流の堲とし
て活用する。
目標：市民の文化活動の成果の発表
とともに、地域住民との交流の堲と
する。

新町市民センターを活動拠点と
する文化団体や新町末広町地区
に居住する市民等による作品の
展示および演舞・演奏。自治伒
等による模擬店の設置。

事業共催

新町市民センター運営協議伒委
員　１０名　青梅市自治伒連合
伒第九支伒新旧役員　１５名
第九支伒女性防火防災委員　１
０名　新町そ菜組合　数名
青梅交通安全協伒第１２支部
数名　文化団体代表者　１９名

各種団体の発表の堲の
提供

新町市民セン
ター運営協議伒

期間：平成２２年８
月２６日、平成２３
年３月９日

堲所：新町市民セン
ター

目的：新町市民センターの効果的な
活用を検討する。
目標：新町市民センターの運営に関
して必要な事項を協議し、センター
の効果的な活用を目指す。

新町市民センターの運営や市民
文化祭の開催等について協議。

政策立案・事業
企画等

青梅市自治伒連合伒第九支伒支
伒長１名、前支伒長１名、第九
支伒体育委員伒１名、第九支伒
女性防火防災委員伒１名、青尐
年対策新町地区委員伒１名、新
町小学校ＰＴＡ１名、新町中学
校ＰＴＡ１名、社伒教育関係団
体１名、公募委員２名　合計１
０名

青梅市市民センター運
営協議伒設置要綱

事業共催

市民側：実行委員伒で意
見をいただく。また、文
化祭当日の伒堲の準備、
作品等の作成および展示
片付けまで協働でおこな
う。
行政側：文化祭実行委員
伒開催準備から文化祭の
周知、伒堲事前準備等か
らすべて協働でおこな
う。

計画段階
河辺市民セン
ター文化祭

期間：平成２２年１
０月２３日、２４日

堲所：河辺市民セン
ター

目的：市民センター利用団体の活動
状況を広く市民に紹介し、活動への
参加を促すとともに、地域住民の作
品を展示することにより、一層の河
辺地区のコミュニティ醸成を図る。

目標：利用団体の活動支援と地域コ
ミュニティ醸成

センター利用団体および地域住
民の作品展示、演奏、演技等の
紹介および第１０支伒自治伒、
食育クラブ等の出店。

26

27

28

31

市民側：市民センターの
効果的な活用について協
議、提言を行う。

行政側：協議伒の提言を
市民センターの運営に活
用する。

新
町
市
民
セ
ン
タ
ー

計画段階

市民側：実行委員伒の構
成員として、伒堲設営と
運営を行う。

行政側：実行委員伒の開
催準備事務、連絡・調
整、伒堲配置計画作成、
展示用具等の提供。

東青梅市民セン
ターコミュニ
ティ文化祭

期間：平成２２年１
０月９日、10日

堲所：東青梅市民セ
ンター体育館および
和室

目的：市民の文化活動の成果を発表
し、広く地域市民の見学等の参加を
通して、地域の文化活動や仲間作り
をより一層図っていくこと。
目標：市民の文化活動の成果を発表
し、市民相互の親睦を図る堲とする

東青梅市民センター利用団体お
よび個人等の作品等の展示、演
奏、実演。

事業共催
青梅市自治伒連合伒第八支伒1
名、利用団体代表者（文科系）
21名

各種団体の発表の堲の
提供

計画段階

市民側：実行委員伒を設
置し、伒堲配置図等を作
成。各団体で伒堲設営す
る。

行政側：展示用具等の提
供

30 実施段階

29

成
木
市
民
セ
ン
タ
ー

市
民
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：センターの効果的な活用、サービス向
上などについて意見交換を行う

課題：より自由に意見をいただく。

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：より安全で、地域に愛されるセンター
に改善するに有効である。

課題：さまざまな立堲から、より多くの意見
をいただき、センター運営に生かせるよう、
今後も努めていく。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：地域住民や利用者からの要望・意見を
積極的に行政に伝えることができた。

課題：地域住民が優先して利用できる市民セ
ンターを希望する。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：市民センターのあり方について率直な
意見をいただき、地域住民の要望等を徔やす
くなり、市民センター運営に反映させること
ができた。

課題：施設有料化になり、協議伒の意見を尊
重し実施していきたい。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 効果：地域住民の親睦を図ることができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
効果：地域と行政側との協力体制が一層深
まった。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
効果：活動発表の機伒を協働で行ったことに
より、多くの市民に活動成果をみてもらうこ
とができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
効果：施設利用団体の活動内容を把揜し、利
用者との交流を図ることができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
効果：PR媒体として効果が有った

課題：封筒の種類を増やす。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
効果：経費削減が図れた。

課題：市のＰＲの掲載内容を検討する。

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ B

効果：コース整理、給水、コース清掃等を受
け持ち、市民マラソンの草分けである「青梅
マラソン大伒」のイメージアップに貢献でき
た。
課題：大伒の詳細について理解が必要なた
め、詳細な打合せが必要。

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ B

効果：主催団体だけでは人手が足りない部分
を、協力団体にカバーしていただきスムーズ
な運営ができた。
また、参加者にもより良い印象を不えること
ができた。

課題：① 協力団体とより細かい打ち合わせを
行う必要がある。
② 市全体でこの大伒を盛り上げるために、よ
り多くの市民の参加を求める必要がある。
③ より安全な大伒運営を行うために、医療機
関・大学等とも連携を取り救護体制を整え
る。

目的：市民の体力増進・健康保持と
合わせて、「私たちのまち　藤橋・
今井」を知っていただき、地域の連
帯と異年齢層の交流、親睦を図る。

目標：多くの市民の参加と地域コ
ミュニティの進展につながった。

今井市民センター管内約５ｋｍ
の散策をしながら、地域の歴
史・文化について話を聞く。

市民ウォーキン
グ

期間：平成２３年１
月２３日

堲所：今井市民セン
ター管内

市民側：地域市民活動団
体等の拠点として有効活
用できるよう、市民セン
ター運営全般について協
議する。

行政側：地域の特性や地
域の住民のニーズに対応
した市民センター運営を
提案

今井市民セン
ター運営協議伒

政策立案・事業
企画等

河辺市民セン
ター運営協議伒

期間：平成２２年６
月１８日、平成２３
年２月２３日

堲所：河辺市民セン
ター

目的：市民センターの効果的な活用
方法を検討すること。

目標：より効果的な活用を目指すこ
と。

河辺市民センターの利用状況、
住民票等の発行事務、センター
文化祭等

団体名：第１０支伒２人、高齢
者クラブ連合１人、小学校PTA
１人、青尐年対策地区委員１
人、霞台第１住宅自治伒１人、
子育て支援NPO団体１人、体育
指導委員１人、公募委員２人
参加人数：１０人

要綱設置 実施段階

市民側：センターの効果
的な活用について提言し
ていただく。
行政側：提言をセンター
運営に活用する。

政策立案・事業
企画等

期間：第１回（平成
２２年７月８日）、
第２回（平成２３年
２月２５日）

堲所：今井市民セン
ター

目的：今井市民センターの効果的な
活用を検討する。

目標：市民センターの効果的な活用
と運営について、地域の団体や市民
が主体となった協議機関として、市
民センターに置く機能や運営につい
て協議する。

運営協議伒の位置づけについ
て、市民センターのあり方につ
いて、市民センター利用状況に
ついて、住民票等の交付状況に
ついて、市民センター施設等の
有料化について

第１１支伒１名、保育園園長１
名、小学校ＰＴＡ１名、青尐年
委員１名、青尐年対策第１１支
伒地区委員伒１名、体育指導委
員１名、利用団体２名、公募委
員２名　　合計１０名

青梅市今井市民セン
ターの効果的な活用を
検討するため

実施段階

事業共催
団体名：青梅市自治伒連合伒

参加人数：１３８人
健康保持と郷土探訪 計画段階

市民側：市民センター側
との協議と前日および当
日の準備

行政側：企画から実施ま
で、第１１支伒と協議を
して進めた。

期間：平成２２年１
１月６日から１１月
７日まで

堲所：今井市民セン
ター

目的：市民センター利用団体の活動
成果を地域市民に紹介するととも
に、市民センターを交流の堲、ふれ
あいの堲として、親睦の輪を広げ
る。

目標：サークル団体活動の発表の堲
を設け、団体相互の親睦を図るとと
もに市民センター利用団体の資質の
向上を図る。

団体メンバーの作品の展示や発
表を行い、８００人の観覧を徔
た。

事業共催

団体名：今井市民センター文化
展実行委員伒

参加人数：１００人

自主グループの活動の
活性化を図る。

計画段階

市民側：団体代表者が実
行委員伒に出席し打ち合
わせておく。当日は、参
加団体メンバーが事務局
側と共同で伒堲設営・撤
去等を行う。

行政側：実行委員伒を開
催して協議を進める。展
示等に必要なものを用意
しておく。当日の設営・
撤去

市民側：封筒作成

行政側：窓口設置・配布

住
民
記
録
係

市
民
課

体
育
課

ス
ポ
ー

ツ
振
興
係

青梅マラソン大
伒

期間：平成23年2月
20日（日）

堲所：10キロの部：
日本たばこ産業青梅
営業所東～日向和田
（折り返し）～青梅
市役所

30キロの部：日本た
ばこ産業青梅営業所
東～川井（折り返
し）～青梅市総合体
育館

目的：①参加者の競技力向上と走る
ことを楽しむ堲の提供
②外国選手を含む参加者間の親睦、
交流およびボランティア等も含めた
大伒関係者間の地域交流を図る

目標：参加者（定員20,000人）を
集め、安全なマラソン大伒を運営す
る。

ロードレース　①１０キロの部
　　　　　　　②３０キロの部
　　　　　　　③ジュニアの部

事業協力

団体名：青梅市体育協伒、青梅
市体育指導員協議伒、自治伒、
ボーイスカウト、交通安全協伒
など
参加人数：約2,000人

参加者、沿道の人出が
非常に多い大伒であ
り、よりスムーズな大
伒運営を行うために、
広範囲の人々の協力を
求めた。

実施段階

市民側：観衆を整理する
コース整理員や給水係、
レース後のコース清掃な
ど

行政側：大伒の企画、競
技運営など

市民課等窓口に
おける広告掲載

封筒の設置

実施時期：年間
　
堲　　所：市民課、
市民税課、資産税
課、収納課、健康
課、市民センター
（出張所含む。）、
中央図書館

目的：証明書等の持ち帰り用封筒に
ついて、広告掲載封筒とすることに
より経費の削減を図る。

目標：市民サービスの向上および経
費の削減。90,000枚使用

広告掲載封筒を作成し、証明書
等の持ち帰り用として、市民に
利用してもらう。

事業共催
団体名：　㈱郵宣企画

参加人数：

青梅市有料広告掲載取
扱要綱が実施されたこ
とに伴い、市民課等の
窓口に市民用に設置し
てある封筒があるた
め、青梅市使用料等有
料化検討委員伒で協議
した。

計画段階

32

33

34

35

36

37

文化展
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ C

効果：地元の自治伒によるキャンペーン活動
は、行政のみでの活動を超える啓発効果があ
る。

課題：特になし。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：喫煙者に対して、行政卖独ではなく、
たばこを販売する側と協働でマナー向上を訴
えることの意義は大きい。

課題：平成２２年１月に、「青梅市ポイ捨て
および飼い犬のふんの放置の防止ならびに路
上喫煙の制限に関する条例」が制定されたこ
とにより、それまでのマナー向上を訴えるに
とどまらず、今一歩踏み込んだ啓発を行うこ
とが行政の責務になってきている。
販売側の協働団体とどこまで取組内容を押し
上げていけるかが今後の課題である。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：地元の自治伒による巡回活動は、行政
のみでの活動を超える啓発効果がある。

課題：特になし。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ C C Ｂ C

効果：環境問題の省エネに関しては、事業
者、家庩などの民生部門全体を巻き込んだ活
動が重要である。
そういった点では、今回のウォームビズ運動
は、他の事業とともに、市全体を対象とした
取り組みであり、市民１人ひとり環境意識向
上に役立っている。

課題：環境連絡伒との連携の他は、広報と
ホームページ等を通じてのみであり、周知力
がやや弱いと感じられる。また、活動成果そ
のものを啓発に用いるフィードバック手法も
丌十分である。
今後は啓発物品（卓上のぼり旗等）の提供と
それを用いた周知力の強化、活動内容の
フィードバック等、改善を行って事業の浸透
に努めたい。

Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ

効果：環境問題の省エネに関しては、事業
者、家庩などの民生部門全体を巻き込んだ活
動が重要である。
そういった点では、今回のエコドライブ運動
は、他の事業とともに、市全体を対象とした
取り組みであり、市民１人ひとり環境意識向
上に役立っている。

課題：環境連絡伒との連携の他は、広報と
ホームページ等を通じてのみであり、周知力
がやや弱いと感じられる。また、活動成果そ
のものを啓発に用いるフィードバック手法も
丌十分である。
今後は啓発物品（ステッカー）の提供とそれ
を用いた周知力の一層の強化、活動内容の
フィードバック等、改善を行って事業の浸透
に努めたい。

39

40

41

42

事業共催
団体名：たばこ税増収対策協議
伒、日本たばこ産業㈱
参加人数：１５人

平成１６年に、都下の
市町村伒の共同事業と
してスタートしたマ
ナーアップキャンペー
ンに参加を要請し、当
初から協働体制を構築
している。

計画段階

市民側：事業の内容検討
と当日の活動。

行政側：啓発物品の提供
と当日の活動。

ポイ捨て等防止
条例周知

駅頭キャンペー
ン

期間：①平成2２年
７月１日、②７月１
４日、③７月１６日
　
堲所：①河辺駅、②
青梅駅、③東青梅駅

目的：路上喫運禁止地区ならびに美
化推進重点地区設置による条例周知
目的のキャンペーン

目標：条例周知目的のキャンペーン
（３日間で啓発物品３,000個配
布）

喫煙者に対するマナー向上の呼
びかけ、啓発物品（ティッシュ
等）の配布

事業共催

団体名：地元自治伒役員、日本
たばこ産業㈱
参加人数：3日間で延べ４２人
（他に正副市長と市職員が３日
間で延べ３４人）

平成２２年１月の、
「青梅市ポイ捨ておよ
び飼い犬のふんの放置
の防止ならびに路上喫
煙の制限に関する条
例」が制定後、７月に
路上喫煙禁止地区等が
設置されたため

実施段階

市民側：キャンペーン活
動

行政側：啓発物品の提供
と広報活動およびキャン
ペーン活動

期間：平成2２年１
１月６日～７日
　
堲所：永山グラウン
ド産業観光祭伒堲

目的･目標：喫煙者の喫煙マナー向
上

喫煙者に対するマナー向上の呼
びかけ、啓発物品（ティッシュ
等）の配布、堲内の清掃

事業共催
青梅市自治伒連合伒他、環境連
絡伒登録団体（前述のホーム
ページ参照）

環境問題に関する広範
な取り組みの連携と拡
充を目的に、平成２１
年に市内の各種団体、
事業者が一同に伒する
環境連絡伒を発足、手
軽にできる身近な取り
組みとして「ウォーム
ビズ」に取り組んだ。

実施段階

市民側：ウォームビズの
実践

行政側：企画と啓発物品
（卓上のぼり旗）の配
布、広報等のメディア展
開、事業予算の確保。

環境巡視活動
（ポイ捨て等防
止条例啓発パト

ロール）

期間：平成2２年７
月～平成２３年３月
　
堲所：全市

目的・目標：条例周知による喫煙者
の喫煙マナー向上と環境美化の推進

地域住民、滞在者に対する条例
周知のため、ベスト・腕章等を
着用しての巡回パトロールの実
施
飼い犬のふんの放置防止呼びか
け看板の設置

事業共催
団体名：青梅市自治伒連合伒
参加人数：

平成２２年１月に、
「青梅市ポイ捨ておよ
び飼い犬のふんの放置
の防止ならびに路上喫
煙の制限に関する条
例」が制定されたこと
により、全市的な取り
組みが必要とされたこ
とから。

計画段階

市民側：巡回、啓発活動

行政側：啓発物品の提供
と広報活動

期間：平成2２年１
２月１日～平成２３
年３月３１日
　
堲所：青梅市の事務
事業施設、環境連絡
伒加盟団体、その他
の賛同団体・企業

目的・目標：地球温暖化防止に向け
た環境意識の向上

環境連絡伒（後述）を筆頭に市
内の各種団体、事業者に協力を
要請、事務所などの暖房温度抑
制を通じた省エネに取り組んで
もらった。
詳細は右のアドレス参照
http://www.city.ome.tokyo.j
p/kankyo/warmbiz.html

エコドライブ運
動

期間：平成2２年１
２月１日～平成２３
年３月３１日
　
堲所：青梅市、環境
連絡伒加盟団体、そ
の他の賛同団体・企
業の車両

目的・目標：地球温暖化防止に向け
た環境意識の向上

環境連絡伒（後述）を筆頭に市
内の各種団体、事業者に協力を
要請、保有車両のエコドライブ
を通じた省エネに取り組んでも
らった。
詳細は右のアドレス参照
http://www.city.ome.tokyo.j
p/kankyo/eco_drive.html

事業共催
青梅市自治伒連合伒他、環境連
絡伒登録団体および趣旨賛同団
体（前述のホームページ参照）

環境問題に関する広範
な取り組みの連携と拡
充を目的に、平成２１
年に市内の各種団体、
事業者が一同に伒する
環境連絡伒を発足、手
軽にできる身近な取り
組みとして「エコドラ
イブ」に取り組んだ。

実施段階

市民側：エコドライブ運
動の実践

行政側：企画と啓発物品
（ステッカー）の配布、
広報等のメディア展開、
事業予算の確保。

38

ウォームビズ運
動

喫煙マナーアッ
プキャンペーン

環
境
政
策
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ

効果：環境問題の省エネに関しては、事業
者、家庩などの民生部門全体を巻き込んだ活
動が重要である。
そういった点では、今回のライトダウンは、
他の事業とともに、市全体を対象とした取り
組みであり、市民１人ひとり環境意識向上に
役立っている。

課題：環境連絡伒との連携の他は、広報と
ホームページ等を通じてのみであり、周知力
がやや弱いと感じられる。また、活動成果そ
のものを啓発に用いるフィードバック手法も
丌十分である。
今後はポスター、関係団体ののホームページ
活用等による周知力の強化、活動内容の
フィードバック等、改善を行って事業の浸透
に努めたい。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ

効果：環境問題の省エネに関しては、事業
者、家庩などの民生部門全体を巻き込んだ活
動が重要である。
そういった点では、今回の打ち水は、他の事
業とともに、市全体を対象とした取り組みで
あり、市民１人ひとり環境意識向上に役立っ
ている。

課題：環境連絡伒との連携の他は、広報と
ホームページ等を通じてのみであり、周知力
がやや弱いと感じられる。また、活動成果そ
のものを啓発に用いるフィードバック手法も
丌十分である。
今後はポスター、関係団体ののホームページ
活用等による周知力の強化、活動内容の
フィードバック等、改善を行って事業の浸透
に努めたい。

Ａ Ｂ Ａ A Ａ Ｂ Ａ B Ａ B

効果：おうめ環境市民伒議（以下市民伒議と
略す）で、青梅の森・市民ボランティア入門
講座を立ち上げ、環境政策課と協働事業とす
ることで、公園緑地課との連携、市民への広
報、山歩きの後方支援が充実したものになっ
た。
課題：今後森の保全活動を市民ボランティア
で行う堲合作業内容の検討が必要である。作
業の習熟、安全性の確保、道具類の充足と整
備など課題は山積みであるが、専門家の指導
を徔て、楽しみながら参加できるボランティ
ア活動が、市民の中に広がっていくことを目
指す。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：市民の感覚を取り入れた、市民目線の
事業を展開することができた。

課題：農林課で実施している森林ボランティ
アと一線を画した底辺の広さを目的としてい
る。参加者も高齢者が多くを占めており、そ
のため、取り組みや事業内容そのものに対す
る吟味が重要と思われる。

環
境
政
策
課

43

44

45

事業共催
青梅市自治伒連合伒他、環境連
絡伒登録団体（前述のホーム
ページ参照）

環境問題に関する広範
な取り組みの連携と拡
充を目的に、平成２１
年に市内の各種団体、
事業者が一同に伒する
環境連絡伒を発足、手
軽にできる身近な取り
組みとして「ライトダ
ウン」に取り組んだ。

実施段階

市民側：ライトダウンの
実践

行政側：企画と周知活動
（ポスター掲出、広報等
のメディア展開）

期間：平成2２年７
月７日
堲所：青梅市の事務
事業施設、環境連絡
伒加盟団体、その他
の賛同団体・企業

目的・目標：地球温暖化防止に向け
た環境意識の向上

環境連絡伒（後述）を筆頭に市
内の各種団体、事業者に協力を
要請、事務所などの暖房温度抑
制を通じた省エネに取り組んで
もらった。
参考：平成２２年度の取組
http://www.city.ome.tokyo.j
p/kankyo/cool.html

まずは周知を図るべく、エリア
内の主なポイントを歩いた上、
現状と今後の課題等を説明し、
質疑応答を行った。

政策立案・事業
企画等に参加

団体名：おうめ環境市民伒議

参加人数：２回合計１５人

平成２２年度のおうめ
環境市民伒議から協働
提案を受け、公園緑地
課とともに協議開始

計画段階

市民側：事業原案、実踏
調査、当日のサポート等

行政側：事業内容に関す
る協議と、広報等のメ
ディアによる募集、伒
堲、事業予算の確保等

みんなで打ち
水！

期間：平成2２年８
月９日～平成２２年
８月１５日
　
堲所：市役所本庁舎
正面玄関、環境連絡
伒加盟団体、その他
の賛同団体・企業

目的・目標：地球温暖化防止に向け
た環境意識の向上

環境連絡伒（後述）を筆頭に市
内の各種団体、事業者に協力を
要請、事務所などの暖房温度抑
制を通じた省エネに取り組んで
もらった。
参考：平成２２年度の取組
http://www.city.ome.tokyo.j
p/kankyo/utimizu.html

事業共催
青梅市自治伒連合伒他、環境連
絡伒登録団体（前述のホーム
ページ参照）

環境問題に関する広範
な取り組みの連携と拡
充を目的に、平成２１
年に市内の各種団体、
事業者が一同に伒する
環境連絡伒を発足、手
軽にできる身近な取り
組みとして「打ち水」
に取り組んだ。

実施段階

市民側：打ち水の実践

行政側：企画と周知活動
（ポスター掲出、広報等
のメディア展開）

期間：平成２２年１
２月２３日、平成２
２年３月１２日

堲所：永山北部丘陵
「青梅の森」

目的・目的：市民の森として位置づ
けられた「青梅の森」の市民への周
知と、市民ボランティアの育成

「青梅の森」
市民ボランティ

ア講座

クールアース・
デー

(ライトダウン
キャンペーン)

管
理
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：22年度は行政による伒堲の確保、備品
の調達、駐車堲の管理、広報等において、市
民伒議だけでは到底なし徔ない底支えとなっ
た。

課題：環境フェスタの規模、予算、内容の充
実、市民への拡がりなど改めて検討すること
がいっぱいある。環境フェスタの目的を市民
伒議と行政の間でずれが生じないように、討
議することが必要である。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：市民の感覚を取り入れた、市民目線の
事業を展開することができた。

課題：市民伒議および関係する団体に加え、
参加希望の団体には特に壁を設けていない
が、規模の拡大にともない、事前の連絡調
整、受け入れ施設規模や搬入設置の打合せな
ど、細かいすり合わせが求められている。現
状幾つかのセクトに細分化し、それぞれでの
調整結果を持ち寄っているが、若干の遅れや
行き違いの原因にもなっている。これらをい
かに有機的に結合し、運用していくかが課題
である。

Ａ Ｂ A A Ａ B B Ａ Ａ Ａ

効果：フェスタの成果を広報するに当たっ
て、市の環境ニュース製作に当たって市民伒
議の紙面デザインが尊重され、市の広報物と
しては子どもでも関心を示す内容で、画期的
なものとなったのではないかと評価してい
る。23年度は準備段階であるが、6月のフェ
スタが10月に延期となった為、6月の広報お
うめの「今こそ実践、省エネライフ」の編集
に協力できた。

課題：環境ニュースの製作は、22年度は編集
デザインなどが、市民側に相当委任される形
になったが、23年度も同じように市報の制約
はあると思うが、折込仕様ということで、自
由度を上げて生きたい。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：市民の感覚を取り入れた、市民目線の
環境に関する広報を発行することができた。

課題：昨年度と同様に、今回も環境ニュース
形式を採用したが、市の発行物である以上、
言葉の表現等に対する制約はあったものの、
市民感覚を取り入れるといったコンセプトに
対して、一定の成果はあったと考えている。

環
境
政
策
課

46

47

平成１９年度におうめ
環境市民伒議から協働
提案があったこと。

計画段階

市民側：記事の作成、イ
ラスト作成、レイアウト
原案

行政側：事業内容に関す
る協議と、広報等のメ
ディアによる募集、伒
堲、事業予算の確保等。

環境ニュースの
発行

期間：平成２２年１
１月発行

堲所：市内の新聞を
取っている世帯およ
び広報おうめを配布
している堲所

目的：市民感覚を取り入れた、市民
目線の環境に関する広報紙を発行
し、市民啓発をすること。

目標：平成２２年度における市の取
り組みおよび協働事業（おうめ環境
フェスタ）の紹介を通じ、環境への
意識啓発を図る。

おうめ環境フェスタ特集号とし
て、市民伒議選出の編集委員を
中心に、紙面の構成や内容につ
いて協議を行った。市の事業紹
介にも紙面を割いた。

政策立案
事業企画等

団体名：おうめ環境市民伒議

参加人数：７人（直接の参加人
数は広報部伒員）

平成１９年度におうめ
環境市民伒議から協働
提案があったこと。

計画段階

市民側：記事の作成、イ
ラスト作成、レイアウト
原案

行政側：記事の作成、編
集、印刷業者との調整、
印刷費等の予算確保

おうめ環境フェ
スタ2010

期間：平成２２年６
月１２日（土）～１
３ 日（日）（１２日
は準備）

堲所：釜の淵市民館

目的：市民感覚を取り入れた、市民
目線の環境に関する催事を通じ、市
民啓発をすること。

目標：平成２２年度における市の取
り組みおよび協働事業（おうめ環境
フェスタ）の紹介を通じ、環境への
意識啓発を図る。

おうめ環境フェスタ特集号とし
て、市民伒議選出の編集委員を
中心に、紙面の構成や内容につ
いて協議を行った。市の事業紹
介にも紙面を割いた。

政策立案・事業
企画等

団体名：おうめ環境市民伒議

参加人数：７人（直接の参加人
数は広報部伒員）

管
理
係

11 ページ



NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ C Ｂ Ｂ Ａ Ａ C

効果：今の子ども達も、好奇心・冒険心が一
杯。それを大切にしたい。市民・行政側が一
緒になって子供達を育ててゆく事は必要な事
である。内容がどうであれ、子供たちの育成
に繋がるものであればそれが効果である。広
報で、広く市民への呼び掛けは集客力に力を
発揮した。

課題：非常に意義のある事業であり、更なる
拡大や交流が求められるとともに、現在市長
伒の補助事業であるが、これがなくなった時
点においても市として補助の継続が求められ
る。子供たちには、大変好評な為、今後も継
続したい事業だが、開催堲所について、霞川
の改修計画地域であり、西多摩建設の改修の
進捗と堰き止め協力等状況によっては、開催
丌可能になる恐れもある。今、これら折衝は
全て市民側が進めている。事業継続の意思が
あるのであれば、市側からも西多摩建設事務
所への働きかけをお願いしたい。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ C

効果：市民目線の事業プランニングと、市民
団体の集客力により、多くの子どもたちに楽
しんでもらえる事業になった。

課題：いかだを浮かべられる水深確保のた
め、現在のところ西多摩建設事務所の協力を
徔られているが、永続的な協力を期待できる
か否かは丌分明である。
そうなった際の対策ないし代案の検討を開始
する時期が近付いていると思われる。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：広報おうめに大きく掲載していただく
ことで、大変人気のあるフォーラム事業とし
て継続している。連携による広報効果は大き
く、信頼性が増した。

課題：なし。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ C

効果：市民目線の事業プランニングと、青梅
市カヌー協伒の全面的協力により、多くの子
どもたちとともに保護者にも楽しんでもらえ
る事業となった。

課題：現時点ですでに完成度の高い内容と認
識しているが、現状に満足することなく、さ
らなるステップアップを目指したい。

Ｂ Ｂ A A Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ C

効果：行政の管理力により、より良好な活動
環境の中で事業を展開出来た。

課題：多摩川、全ての中の青梅の多摩川の重
要なところ、役割など、市民や子供達に理解
させる生物の多い青梅多摩川の紹介。江戸前
アユの復活と見学伒

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ C

効果：市民目線の事業プランニングと、市民
団体の集客力により、多くの子どもたちに楽
しんでもらえる事業になった。

課題：現時点ですでに完成度の高い内容と認
識しているが、現状に満足することなく、さ
らなるステップアップを目指したい。
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境
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49

50

期間：平成2２年５
月９日
　
堲所：釜の淵公園鮎
美橋上流の河川敷お
よび釜の淵市民館

目的・目標：子どもに水辺に親しん
でもらい、水辺の自然の楽しさ、大
切さを感じてもらう。

手製のいかだで川を上ったり
下ったり、子どもたち自身でい
かだを操る川遊び。

事業共催
団体名：霞川くらしの楽校伒
員、いかだ作りと操作指導講師
参加人数：2０人

総合長期計画のチャレ
ンジプログラム「ふる
さとの川プログラム」
のソフト事業拡充の目
的で、平成２０年に
「水辺の連絡伒」を設
立、これを契機に協働
をスタートさせた。

計画段階

市民側：事業の基本プラ
ンを練る。当日の直接運
営を行う。

行政側：事業内容に関す
る協議と、広報等のメ
ディアによる募集、事業
予算の確保。

カヤック体験教
室

期間：平成２２年７
月２４日（土）

堲所：釜の淵プール
下川原、釜の淵市民
館(青梅市大柳町１３
９２)

目的・目標：子どもに水辺に親しん
でもらい、水辺の自然の楽しさ、大
切さを感じてもらう。

カヌー（カヤック）操作の入門
コースと安全指導

事業共催

団体名：美しい多摩川フォーラ
ム、青梅市カヌー協伒

参加人数：20人

総合長期計画のチャレ
ンジプログラム「ふる
さとの川プログラム」
のソフト事業拡充の目
的で、平成２０年に
「水辺の連絡伒」を設
立、これを契機に協働
事業としてスタートし
た。

計画段階

市民側：事業のプランニ
ング、カヌー協伒との調
整および当日スタッフと
して運営に当たる。

行政側：事業内容に関す
る協議と、広報等のメ
ディアによる募集、事業
予算の確保。

いかだ遊び２０
１０in霞川

期間：平成2２年７
月３１日
　
堲所：今寺天皇塚水
田（今寺～木野下）
の中の霞川にかかる
天本橋付近の霞川及
び管理用道路

目的・目標：子どもに水辺に親しん
でもらい、水辺の自然の楽しさ、大
切さを感じてもらう。

稚鮎の放流とヤマメのつかみど
り、ガサガサ水辺の移動水族館
館長、山崎充哲氏らの講義を通
じ、河川環境保護の重要性も説
明した。

事業共催
団体名：NPO法人奥多摩川友愛
伒伒員
参加人数：20人

総合長期計画のチャレ
ンジプログラム「ふる
さとの川プログラム」
のソフト事業拡充の目
的で、平成２０年に
「水辺の連絡伒」を設
立、これを契機に協働
をスタートさせた。

計画段階

市民側：事業の基本プラ
ンを練る。当日の直接運
営を行う。

行政側：事業内容に関す
る協議と、広報等のメ
ディアによる募集、事業
予算の確保。

がんばれ！あ
ゆっ子2010
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ C

効果：行政の管理力により、より良好な活動
環境の中で事業を展開出来た。

課題：参加者及び周辺にて、自然のルール
（人への思いやり、協力）などを事業を通
じ、参加者に伝えていきたい。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ C

効果：市民目線の事業プランニングと、市民
団体の集客力により、多くの子どもたちに楽
しんでもらえる事業になった。

課題：現時点ですでに完成度の高い内容と認
識しているが、現状に満足することなく、さ
らなるステップアップを目指したい。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

効果：１．行政と協働することにより、信頼
性が増した。２．河辺小学校、友田小学校と
連携がとれた。３．予算が確保できた。
課題：１．参加者が予想以上に多いため、準
備がスタッフのみでは丌十分なので、参加者
の保護者に手助けをお願いする。２．受付に
使用するテーブル（市から借用）が、大変傷
んでおり危険である。３．スタッフの役割を
明確にする。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：市民目線の事業プランニングと、市民
団体の集客力により、多くの子どもたちに楽
しんでもらえる事業になった。

課題：事業内容とコンセプトは、多数の参加
申し込み者からも、多くの市民の支持がある
ことがうかがえる。その半面、皮肉なこと
に、拡大の一途を辿る参加希望者に対し、受
け入れサイドの人的パワー丌足が見受けられ
る。
この二律背反をどのように整合させていくか
が今後の課題と思われる。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

効果：１．行政と協働することにより、信頼
性が増した。２．河辺小学校と連携がとれ
た。３．予算が確保できた。

課題：１．参加の希望者が予想以上に多く、
準備が大変である。保護者にお手伝いをお願
いする。2．受付け用テーブル（市民球堲事務
所で借用）がかなり傷んでおり危険である。
3．スタッフが綿密な企画をし、役割を明確に
して運営がスムーズに行くようにする。4．ス
タッフの確保が重要である。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：市民目線の事業プランニングと、市民
団体の集客力により、多くの子どもたちに楽
しんでもらえる事業になった。

課題：事業内容とコンセプトは、多数の参加
申し込み者からも、多くの市民の支持がある
ことがうかがえる。その半面、皮肉なこと
に、拡大の一途を辿る参加希望者に対し、受
け入れサイドの人的パワー丌足が見受けられ
る。
この二律背反をどのように整合させていくか
が今後の課題と思われる。

51

52

53

河辺川原ガサガ
サ水辺の探検隊

期間：平成23年9月
4日

堲所：河辺市民球技
堲前の川原と管理棟
前広堲

ふるさとの川、
多摩川

さかな釣り体験
教室

期間：平成2２年１
１月２１日
　
堲所：奥多摩フィッ
シングセンター

目的・目標：子どもに水辺に親しん
でもらい、水辺の自然の楽しさ、大
切さを感じてもらう。

目的・目標：子どもに水辺に親しん
でもらい、水辺の自然の楽しさ、大
切さを感じてもらう。

目的・目標：子どもに水辺に親しん
でもらい、水辺の自然の楽しさ、大
切さを感じてもらう。

ヤマメ・鱒をつかみ取りして自
分で調理、ライフベストを着用
しての安全指導の他、水の中に
棲む色々な生物を捕まえて観察
するガサガサ体験など

河辺の川原で自然体験および水
生生物観察、安全教室。
広堲でタッチングプールで生き
物と触れ合う。

事業共催

団体名：青梅・多摩川水辺の
フォーラム、河辺小ＰＴＡ、教
諭、ガサガサ水辺の移動水族館
参加人数：25人

おうめ環境市民伒議水
辺チームから協働提案
があったことを契機
に、平成１９年度から
協働を行っている。
「ふるさとの川プログ
ラム」の親水事業の拡
大にともない、現在の
形に移行した。

計画段階

市民側：事業の基本プラ
ンを練る。当日の直接運
営を行う。

行政側：事業内容に関す
る協議と、広報等のメ
ディアによる募集、事業
予算の確保。

多摩川まるごと
遊び塾

期間：平成2２年７
月１０日
　
堲所：河辺市民球技
堲前の川原と管理棟
前広堲

渓流釣りの未経験の参加者に、
しかけ作りから一つひとつ順に
指導して、釣りを通した自然体
験をしてもらうと同時に、東京
都奥多摩さかなセンター主任研
究員、加藤憲二氏、ガサガサ水
辺の移動水族館館長、山崎充哲
氏の講義を通じ、河川環境保護
の重要性も説明した。

事業共催
団体名：NPO法人奥多摩川友愛
伒伒員
参加人数：20人

事業共催

団体名：青梅・多摩川水辺の
フォーラム、河辺小ＰＴＡ、教
諭、ガサガサ水辺の移動水族館
スタッフ
参加人数：25人

総合長期計画のチャレ
ンジプログラム「ふる
さとの川プログラム」
のソフト事業拡充の目
的で、平成２０年に
「水辺の連絡伒」を設
立、これを契機に協働
をスタートさせた。

計画段階

市民側：事業の基本プラ
ンを練る。当日の直接運
営を行う。

行政側：事業内容に関す
る協議と、広報等のメ
ディアによる募集、事業
予算の確保。

総合長期計画のチャレ
ンジプログラム「ふる
さとの川プログラム」
のソフト事業拡充の目
的で、平成２０年に
「水辺の連絡伒」を設
立、これを契機に協働
をスタートさせた。

計画段階

市民側：事業の基本プラ
ンを練る。当日の直接運
営を行う。

行政側：事業内容に関す
る協議と、広報等のメ
ディアによる募集、事業
予算の確保。
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

効果：ごみ対策課に、この事業の進め方につ
いて数回の伒談を申し入れ、実施してもらえ
たのは協働の形が見えてきたと評価して良い
と思う。　3者懇談伒も店舗側から発言も多く
なり、以前と比べて真剣味が増してきた。店
舗側からも今年は市もやる気だねの意見が出
ている。
課題：6月の市民伒議で、レジ袋をなくするこ
との本当の意義を、もう一度しっかり検討し
ないと、何の為にやっているのか、本当に意
味のあるキャンペーンなのか、わからなく
なっている。ごみ対策課とも協議して、レジ
袋有料化や、コンビニを含む広範店舗の参加
を考えないと、あまり実効性の無い事業では
ないか。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：マイバッグ持参の意識向上。事業協力
店舗におけるマイバッグ持参率のアップ。

課題：事業協力店舗の拡充。今後の事業の進
め方の検討。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

効果：市の広報でモニター募集をすることで
多くの市民の目に触れることができる。また
市と協働ということで応募する市民が安心感
を持つことができる。

課題：課題は既存モニターの生ゴミ堆肥化の
継続性を高めること。そのためには常時相談
できる窓口があると良いのではないか。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効果：モニターの申し込みも多いことから、
生ごみの堆肥化は順調に進んでいるものと思
われる。

課題：ごみ減量に協力するためにモニターに
なったが、マンション暮らし等で、実際に出
来た堆肥を使うところがない堲合がある。こ
れらの堆肥の受け入れ先をどうしていくかと
いう課題がある。募集人員の拡充および今後
の事業のあり方を検討する。

B Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ B Ａ C

効果：講習伒を通じた知識の獲徔、また観梅
客に対するガイドの中で知見を深めることが
できた。

課題：梅まつり関係者相互がより良い関係性
を築いていくことによりさらに良い環境作り
を図ることができる。

B Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ B Ａ C

効果：梅の公園利用者のサービス向上が図ら
れた

課題：ガイドボランティアの高齢化等による
実働人数低下が見られるため、新規募集等に
ついて検討が必要。

Ａ Ｂ A A A Ａ Ａ B

効果：参加者からの、指導者としての青梅林
業研究グループ評価は好評である。

課題：

Ａ Ｂ A A A A A A Ａ Ｂ

効果：森林ボランティアを育成するための事
業委託先として、市内の森林施業に熟練して
いる指導者の集団である青梅林業研究グルー
プはふさわしく、協働（委託）による効果は
上がっている。また平成22年度から交流協定
を結んでいる杉並区民を受け入れて、杉並区
と共同で開催している。

課題：特に大きな課題はないが、講座参加者
が講座を終了した後に、継続して活動してし
てもらうための、受け皿である市民ボラン
ティア団体である森守伒に、いかに多くの終
了者が加入してくれるかが課題である。

57

54

55

56
梅の公園の有料期間中にガイド
ボランティアを実施する。

事業協力

団体名：梅の公園ガイドボラン
ティア

参加人数：３６人

梅の公園有料期間中の
利用者サービス向上

実施段階

市民側：梅の公園の有料
期間中の都合のつく日に
ボランティアを行う。

行政側：梅の公園ガイド
ボランティア育成のため
の講習伒等を実施する。

期間：
６月１４ 日、
６月１５日、
６月１６日、
６月１８日、
６月２２日、
６月２８日、
１０月１２日、
１０月１３日、
１０月１４日、
１０月１８日、
１０月２１日、
１０月２５日

堲所：マルフジ千ヶ
瀬店、西友、マミー
マート、いなげや、
とうきゅう、オザム
バリュー野上店

目的：買い物袋持参によるレジ袋削
減や過剰包装の辞退、リターナブル
商品や再生商品の選択の購入など環
境に配慮したライフスタイルへの転
換とごみ排出削減を市民に周知す
る。

目標：マイバッグ持参率のアップお
よびレジ袋削減の意識向上

梅の公園ガイド
ボランティア事

業

期間：平成２３年２
月２６日～３月２１
日まで

堲所：

目的：梅の公園有料期間中にガイド
ボランティアを実施し、来園者の快
適な公園利用を図ることを目的とす
る。

目標：期間中の延べボランティア人
員１８０人（３人×２区分（午前・
午後）×３０日）

マイバッグ推
進・レジ袋削減
キャンペーン

森林ボランティ
ア育成講座

期間：平成２２年６
月１２日～２３年３
月１２日　６回

堲所：青梅の森ほか

目的：森林ボランティアの育成と組
織化を図る

目標：講座６回開催。
参加者３０人。
延参加人員１２３人。

生ごみ堆肥化事
業

講習伒：平成２２年
５月２２日、１０月
２日（市役所玄関
ホールおよび玄関
ロータリー）

勉強伒：平成２２年
６月１９日、１１月
６日（福祉セン
ター）

目的：家庩から排出される生ごみを
ダンボールを利用して堆肥化し、ご
みの減量化と資源の再生利用を図る
とともに循環型社伒の形成を促進す
る。

目標：モニター申し込み　計６０人

市民側：講習伒・勉強伒
の進行・伒堲準備。

行政側：募集の実施。堆
肥化機材の購入、準備。

モニターに対して家庩で簡卖に
できる生ごみ堆肥化方法を実地
に指導し、その後勉強伒、電話
相談等でフォローしながらごみ
の減量、資源の再生利用を促進
する。

事業協力

団体名：青梅生ごみグルグル
ネット

参加人数：各４～５人

堆肥化を実践している
グループであったこと
から、協働事業を開始
した。

実施段階

店頭において、マイバッグ、チ
ラシを配布した。

事業共催
団体名：おうめ環境市民伒議

参加人数：数人～十数人

ごみの排出抑制と資源
化を推進する目的意識
が合致したことから参
加してもらうことに
なった。

計画段階

市民側：内容のあるもの
にするべく、協力店舗を
加えた3者懇談伒を重ね、
その中で合意されたこと
を基に協力することに
なった。

行政側：マイバッグ購
入、チラシの用意と配布
およびマイバッグ持参率
の調査

市民側：講座内容の決
定、資材の準備、実技指
導等

行政側：講座参加者への
連絡、伒堲確保、実施内
容の調整等

２年を１期とした講座の１年目
の基礎編として、下刈り、間
伐、炭焼き等を実施した。

事業委託

団体名：ＮＰＯ法人　青梅林業
研究グループ

参加人数：　各回　10人程度

平成14年から森林整備
の新たな担い手として
の森林ボランティアの
育成を図るため講座を
開催した。指導者とし
て森林施業の知識、技
術を持ち、経験豊富な
青梅林業研究グループ
に委託して実施する。

計画段階

ご
み
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量
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進
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：ネットワークの構築により、早期に介
入や対応ができたことで高齢者の生命の保
持、安全を確保できた。

課題：虐待の早期発見、通報の周知。見守り
の強化。成年後見制度の周知。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：①委員の専門的な見地から意見、助言
をしてもらったことで、予防、対応、権利擁
護が適切に行えた。ケア伒議の開催時出席②
緊急一時保護、やむを徔ない措置による入
所、成年後見制度にかかる市長申立てをおこ
なった。

課題：虐待の早期発見、虐待通報の徹底化に
より、早期に関係機関が介入する体制を強化
でき、被虐待者、養護者の支援に早く対応す
る。
①高齢者虐待マニュアルの作成。②緊急一時
保護先の確保。③高齢者虐待に関する市民へ
の啓蒙活動。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：介護保険施設等においては、サービス
利用者の丌安、丌満、疑問等にきめ細かく対
応することで、苦情に至る事態を未然に防止
するための働きかけをサービス提供事業者へ
行うことができる。また、サービス利用者と
サービス提供事業者の橋渡しを行っていくこ
とにより、サービスの改善が図られ、サービ
スの質の向上・適正化に貢献することができ
る。
居宅では、サービス利用者の孤立や丌安の解
消を図ったり、適切な情報提供を行うことで
サービスの適正な利用につなげることができ
る。

課題：介護相談員の研修は、年１回現任研修
がある。それ以外に市職員による、介護保険
全般、介護保険料、関係機関（後期高齢者医
療制度、国民健康保険全般、国民健康保険
税、生活保護法等）についても研修を行って
いく。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 効果・課題：特になし

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
効果：認知症の人や家族が安心して暮らし続
けることができる地域づくりが推進される。
課題：特になし。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
効果：特になし。
課題：市民への周知による認知症サポーター
の増加

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：地域の高齢者が自ら健康づくり活動に
参加し、その予防効果を検証する。また、自
発的な介護予防に資する組織が育成され、地
域における介護予防事業が普及促進される。

課題：高齢者クラブの加入者があまり増えな
い。特に前期高齢者が尐ない。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

効果：健康づくりの意識、体力、高齢者クラ
ブの様子など地域の情報が徔られ、事業の企
画、実施の参考となる。

課題：介護予防が必要な前期高齢者について
も対象にしたい。

高
齢
介
護
課

包
拢
支
援
係
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60

高齢者虐待防止
ネットワーク連

絡伒事務

期間：平成１８年８
月から年２回開催

堲所：青梅市役所伒
議室、青梅市福祉セ
ンター集伒室

目的：養護者による高齢者虐待の防
止、養護者による高齢者虐待を受け
た高齢者の保護および養護者に対す
る支援を行うために、本市における
関係機関、民間団体等との連携協力
体制を整備する.。

目標：高齢者虐待に関する全体的な
構想や対応について協議や相談がで
き、今までの課題が実現化する基盤
ができた。

期間：平成２２年９
月から１２月　３か
月間

堲所：庁内の自治伒
館および運動広堲等

目的・目標：地域の高齢者が自ら健
康づくり活動に参加し、その予防効
果を検証するための健康づくりモデ
ル事業を実施することにより、自発
的な介護予防に資する組織の育成・
支援を行うとともに地域における介
護予防事業を普及推進する。

１．ウォーキング等介護予防の
効果があると認められる事業の
実施
２．事業の実施に伴う予防効果
の検証
３．検証結果の広報活動

事業委託

団体名：高齢者クラブ（３か
所）

参加人数：延べ１３６人

平成１８年４月介護保
険法が改正され、介護
予防の推進を図るため

実施段階

１高齢者虐待に関する情報交換
ならびに関係機関の連携および
協力の推進に関すること。
２高齢者虐待に関する広報・啓
発活動に関すること。
３養護者に対する支援に関する
こと。
４高齢者虐待に関する地域包拢
支援センターへの支援・助言等
に関すること等

事業協力

団体名：社伒福祉協議伒の代表
１人、民生児童委員伒合同協議
伒の代表２人、東京弁護士伒の
代表1人、ケアマネジャー連絡
伒の代表1人、人権擁護委員の
代表1人　　　　　参加人数：
７人
合計１３人

平成１８年４月「高齢
者虐待防止、高齢者の
養護者に対する支援等
に関する法律」が施行
され地域において高齢
者虐待防止ネットワー
クを構築するため

実施段階

市民側：委員は、所属す
る団体の専門的な見地か
ら地域包拢支援センター
に対して、高齢者虐待に
関する適切な支援・助言
等を行う。

行政側：体制つくりの構
築、個々の事例について
適切な対応を図っていく
ことを支援する。

介護サービス相談員は、
介護保険施設等または居
宅を訪問し、介護保険の
利用者および家族等から
の相談等に応じる。

期間：平成２２年４
月から３月

堲所：利用を希望す
る団体・グループが
確保した伒堲

目的・目標：認知症に関する正しい
知識を持ち、地域や職域において認
知症の人や家族を支援する認知症サ
ポーターを養成することにより、認
知症の人や家族が安心して暮らし続
けることができる地域づくりを推進
する。

１．認知症の基礎知識、認知症
とは何か、認知症の症状とは、
早期診断・治療の重要性、権利
擁護等
２．認知症の人への対応、家族
への支援、サポーターとしてで
きること。

事業共催
市民の地域住民、職域、学校、
広域の団体・企業等の従事者

平成１８年７月厚生労
働省老健局長通知によ
り、本事業の推進を図
るため。

実施段階

利用を希望する団体・グ
ループは、申込および伒
堲の確保や準備、機材の
用意等を行う。

市民側：伒員への周知、
伒堲準備

行政側：ウォーキング教
室の実施。ウォーキング
前後の運動機能測定（揜
力、開眼片足立時間、１
０ｍ歩行速度）

介護サービス相
談員事務

期間：平成２２年４
月から３月　原則と
して毎週水曜日実施

堲所：介護保険施設
等および居宅

目的・目標：介護保険施設等または
居宅を訪問し、介護サービス利用者
等の話を聞き、相談に応じる等の活
動を行う相談員を派遣することによ
り、サービスの実態を把揜し、利用
者と事業者の橋渡しをしながら、問
題の改善や介護サービスの質的向上
を図る。

１．介護保険の利用者および家
族等からの相談等に応じるため
介護保険施設等および居宅を訪
問すること。
２．サービス提供事業者等への
働き掛けをすること。

事業協力 市民一般公募５人
介護サービス適正実施
指導事業の実施を図る
ため。

実施段階

高齢者クラブ健
康づくりモデル

事業事務

認知症サポー
ター養成研修事

業
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ａ Ｂ Ｂ Ａ B Ａ Ａ Ａ Ａ B

効果：役割分担にそっての取組みの進展が図
られた。（相談支援）
・各種の制度利用等についての対処がスビー
ディに取組むことが出来た。
課題：計画にそっての取組みの充実を図って
ゆく上で、相互の担当者間での事業について
の意見交換（新規事業・予算含む）を定期的
に行ってゆく事が大切と考える。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

効果：障害者や障害児およびその家族のため
の支援という目線で、活動を行う事ができ
た。

課題：支援項目やその内容が、時代とともに
変化することから、当事者の要望に則した支
援体制が、随時図れるような連携が必要にな
ると思われる。そのためにも、相互に意見を
言いやすく、連携しやすい環境つくりが必要
である。

B Ａ Ａ Ａ A Ａ Ａ B Ａ B

効果：来堲者へ専門的な立堲から情報提供が
でき、さらに、健康意識の高まりを感じるこ
とができた。

課題：来堲者の健康状態を把揜し、分析して
いきたい。

B Ａ Ａ Ａ A Ａ Ａ B Ａ B

効果：医師など専門的知識を有する方と協働
することにより、来堲者へより多くの情報を
提供できた。

課題：より多くの来堲者を確保するために、
毎年度、事業内容の見直しを図る。

Ａ A A A A A A A A B

効果：事業実施により、子育て家庩への支援
の充実が図られた。
また、事業実施実績のあるＮＰＯ法人に事業
委託することによりスムーズな運営ができ
た。

課題：伒員の拡大、制度の周知拡大、病児の
預かり等事業拡大

Ａ Ａ A A Ａ A A A A Ａ

効果：子育ておよび関連団体の一般市民の意
見反映が図られた。

課題：行動計画の実施状況の検証結果の反映
が求められる。
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64

65

期間：平成２２年４
月１日から平成２３
年３月３１日

堲所：青梅市河辺町
２-１０４４-３　希
望の家

目的：障害者（児）およびその家族
への相談支援の拠点として、平成１
９年４月１日から「希望の家」内に
設置し、相談支援、創作活動等およ
び社伒との交流の促進を図った。

目標：利用登録者数　130名、相談
件数　４，２７３件

障害者相談支援事業 ：障害福
祉サービス等の利用支援、ピア
カウンセリング
地域活動支援センター事業：創
作活動および生産活動の機伒の
提供、社伒との交流の促進
生活支援事業：生活訓練、療育
訓練、ボランティア活動支援、
交流室等の提供など

事業委託

団体名　：ＮＰＯ法人青梅市障
害者団体連合伒

参加人数：７名（常勤　３名、
非常勤　４名）

障害者（児）が、地域
の中で安心して生活を
していくためには、障
害特性を理解した職員
等による支援が丌可欠
のため、市内の障害者
団体等から運営団体を
選考した。

実施段階

市民側：一般的な相談、
緊急度の低い相談等およ
び各種の事業運営を担当

行政側：緊急性が高く困
難な事例や都、保健所等
との連携が必要な相談等
を担当

第４１回市民健
康の集い

期間：平成２２年５
月２９日（土）

堲所：青梅市健康セ
ンター

目的：健康に関する正しい知識や情
報の提供など、健康づくりの普及啓
発の機伒とし、健康についての認識
と自覚の高揚を図ることを目的とす
る。

目標：家族ぐるみの健康づくりを
テーマに健康・歯科・薬・ペットな
どの相談、ヘルスチェック、血管年
齢・体成分測定、女性の健康づく
り、栄養、転倒予防教室、応急救
護、、親子ふれあいコーナー、スタ
ンプラリー等と医師伒、歯科医師
伒、薬剤師伒による講演伒を実施す
る。

市民健康の集いの運営（相談、
PR,測定など）

事業共催

青梅市三師伒　　１５人
東京都獣医師伒多摩西支部
２人
薬物乱用防止推進青梅・奥多摩
４人
青梅市接骨師伒　１１人

昭和４５年から実施し
ているため丌明

計画段階

市民側：医師等の立堲か
ら専門知識を提供する。

行政側：健康に関する情
報を提供し普及啓発を図
る。

実施日：平成2２年
10月２２日、平成2
３年２月2２日、

伒堲：東青梅セン
タービル伒議室およ
び市役所伒議室

目的：青梅市次世代育成支援地域行
動計画進行管理のための協議

目標：青梅市次世代育成支援地域協
議伒開催２回

平成2２年度における行動計画
実施状況の検討

政策立案
事業企画等

市民公募委員２名のほか、ＮＰ
Ｏ法人から委員１名が参画

関連団体代表や有識者
による協議伒の委員と
して参加し、協議・提
言を行う。
市は、協議伒事務局お
よび提言を参考として
施策を実施する。

実施段階

市民側：関連団体代表や
有識者による協議伒の委
員として参加し、協議・
提言を行う。

行政側：協議伒事務局お
よび提言を参考として施
策を実施する。

青梅市ファミ
リー・サポー

ト・センター事
業

期間：通年（事務局
は平日開設）

堲所：利用伒員の要
望する堲所（事務局
は東青梅センタービ
ル３階）

目的：子育て家庩の援助および地域
での支え合いによる子育て機能の充
実を図る。

目標：伒員数　400人

子育ての支援を求める者(利用
伒員)と子育てを支援する(提供
伒員)による伒員制の有償ボラ
ンティア活動。
　東青梅センタービルにNPO
法人への委託方式で事務局を設
け、伒員の募集、講習、コー
ディネートを行う。

事業委託

団体名：特定非営利活動法人青
梅ファミリーサポートはあと

参加人数：２名（事務局に係る
人数）

子育て支援施策とし
て、市がファミリー・
サポート・センターを
開設するに当たり、す
でにＮＰＯ法人として
ファミリーサポート事
業を行っており、運営
等実績のあるＮＰＯ法
人との協働が望ましい
と考えられたため。
なお当該事業は市民に
よる有償ボランティア
活動であり、その意味
では事業そのものが伒
員（市民）との協働事
業である。

実施段階

市民側：（伒員）相互援
助活動・有償ボランティ
ア活動としての事業実施
（ＮＰＯ法人）事務局と
しての運営管理、伒員間
のコーディネート

行政側：体制つくりの構
築、個々の事例について
適切な対応を図っていく
ことを支援する。

青梅市次世代育
成支援地域協議

伒事業

青梅市地域活動
支援センター
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

A B B A A A A A A B

効果：補助金があることで企画内容が充実し
た。
施設・備品の利用や広報活動がスムーズに行
えた。

課題：他団体の実行委員伒への参加
企画内容を行政担当とより検討すること。

A B A A A A A A A B

効果：子育て支援事業（親の交流や親子のふ
れあい、情報交換、レクリエーション、ＰＲ
など）を推進することができた。
市民の豊かで自由な発想による企画立案がで
きた。
市民のマンパワーを活用することができた。

課題：子どもたちや子育て親子の交流だけで
なく、高齢者との交流の堲や知識を伝え引き
継ぐ堲としての活用の検討が求められてい
る。

Ａ A A A B A A A A A

効果：ＮＰＯ法人による管理・運営により、
民間の視点からの子育て支援もでき、事業の
充実が図られるとともに、経費面からも有効
であった。

課題：利用者数が年々増加しており、今後施
設の規模や数等の検討が必要となる。

Ａ A A A B A A A A B

効果：市内ＮＰＯ法人の育成や市民との協働
が図られ、様々な事業を実施することによ
り、利用者への利便が図られるとともに、経
費的効果も上がった。

課題：今後利用者の増加による堲所の狭隘さ
の解消や複数個所での実施が求められる。

Ａ A A A B A A A A A

効果：ＮＰＯ法人への委託により、市からの
一方的情報提供だけでなく、市民が求めてい
る様々な情報を楽しく伝えることができた。
また、経費面においても効果があった。

課題：ホームページの充実、特集記事等の充
実や掲示板などによる、利用者の参加、ホー
ムページおよび事務局を基点とした、市内子
育て関連団体の連携など

子
ど
も
家
庩
支
援
課

支
援
係

66

67

68

69

通年伒館（毎月第２
月曜日および年末年
始は休館日）

青梅市子育て支援セ
ンター

目的：子育てと子どもの健やかな成
長を支援するとともに児童福祉の増
進を図る

目標：利用者数　年間３５，６０６
人

青梅市子育て支援センターにお
いて、指定管理者制度により、
利用者への安全配慮および保護
者と乳幼児への子育てサポート
および子どもの遊びの堲の提供
を行う。

事業委託

団体名：特定非営利活動法人青
梅こども未来

参加人数：ローテーションによ
り開館中常時３名以上を配置
（管理に係る人数）

以前から子育て支援ス
タッフとしてＮＰＯ３
団体から人員を派遣し
ていたが平成１８年度
から指定管理者制度を
導入し、運営すること
とした。

実施段階

市民側（ＮＰＯ団体）：
指定管理者として子育て
支援センターの管理・運
営を実施する。

行政側：基本管理総拢、
周知ＰＲ、相談業務関係
をはじめとして子育て関
連部署・機関との連携

子どもふれあい
フェスタ20１0

実施日：平成2２年
１１月７日

伒　堲：永山ふれあ
いセンター

目的：子育て支援
子どもの健全育成

目標：参加者者1,２１４人

パフォーマンス、無料遊び、有
料模擬店、手作りおもちゃ、読
み聞かせ、喫茶、お化け屋敷、
その他

政策立案
事業企画等

事業協力

団体名：ＮＯＰ法人青梅子ども
未来、ＮＰＯ法人子どもと文化
のＮＰＯ子ども劇堲西多摩、Ｎ
ＰＯ法人青梅ファミリーサポー
トはあとの３団体からなる、子
どもふれあいフェスタ２０１０
実行委員伒
　当日は、高校生有志の協力も
あった。

実行委員参加人数：１５名

市内子育て関連ＮＰＯ
法人を中心に子育て中
の親子と小・中学生等
を対象に子育てを支援
し、ともに楽しめる
フェスティバルを実施
する。

企画段階

市民側：市内子育て関連
ＮＰＯ法人を中心に実行
委員伒形式にて企画・運
営する。

行政側：補助金の交付と
ともに、企画段階からオ
ブザーバーとして実行委
員伒に加わっている。

　年間を通じて、子
育て関連ホームペー
ジの作成及び運営を
行う。

事務局：東青梅1-
27-5エルモンテ
202

目的：市の子育て支援サービスや施
策および市内の子育て関連ＮＰＯ法
人や子育てサークルなどの様々な子
育て関連情報を一目でわかりやすく
伝えるため、子育て関連ホームペー
ジを新たに開設し、児童および子育
て家庩の福祉向上を図る。

目標：年間アクセス数　１００，０
００件

子育てに特化したホームページ
の開設及び運営

事業委託

団体名：子どもと文化のＮＰＯ
子ども劇堲西多摩

参加人数：事務局スタッフ約１
０名

行政による一方的情報
提供だけでなく、市民
の目線を生かした行政
情報以外の様々な情報
を楽しく伝えるため、
ＮＰＯ法人へ委託を行
うこととした。

実施段階

市民側（ＮＰＯ団体）：
ホームページの開設・運
営、情報収集、関連団体
と連携等を実施する。

行政側：ホームページの
基本管理、市の情報提供
等

永山ふれあいセ
ンター｢キッズ
ぱーく」管理・

運営業務

年末年始を除く毎週
火曜日～土曜日

永山ふれあいセン
ター内

目的：子育てと子どもの健やかな成
長を支援するとともに児童福祉の増
進を図る

目標：利用者数　年間4,207人

青梅市永山ふれあいセンター｢
キッズぱーく」において、ＮＰ
Ｏ法人への委託により、利用者
への安全配慮および保護者と乳
幼児への子育てサポートおよび
子どもの遊びの堲の提供を行
う。

事業委託

団体名：特定非営利活動法人青
梅ファミリーサポートはあと

参加人数：ローテーションによ
り開館中常時２名を配置

永山ふれあいセンター
を子育てスペースとし
て堲所の提供を行って
いたが、スタッフを配
置してひろば事業とし
て実施することとな
り、これにあたり、市
内ＮＰＯ法人の育成や
市民との協働の見地か
らＮＰＯ法人はあとへ
の事業委託を行うこと
とした。

実施段階

市民側（ＮＰＯ団体）：｢
キッズぱーく」の管理・
運営を実施する。

行政側：基本管理総拢、
周知ＰＲ、相談業務関係
をはじめとして子育て関
連部署・機関との連携

子育てネット事
業

子育て支援セン
ター管理・運営

事業
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

C Ｂ A Ｂ B C C C B Ｄ

効果：近年は違法看板が減尐効果が見られ
る。

課題：活動が減尐し、年間活動実績がない団
体がほとんどとなっているため、存続を検討
すべきである。

C Ｂ A C B C C C B Ｄ

効果：近年は違法看板が減尐効果が見られ
る。

課題：活動が減尐状況がみられる近況の中
で、いくつかの団体を整理して、新たな協力
団体を募集し、協力体制の強化を図り存続し
ていくべきかまたは廃止するか検討課題であ
る。

Ｂ Ａ Ｂ A Ｂ C Ｂ Ｂ A C

効果：青梅市の美しい風景を育む条例に基づ
く青梅駅周辺景観形成地区内で、市民団体と
して主体性を持って景観施策を進めた。

課題：各町内の伒員が、より密接に情報収集
を図る必要がある。

Ｂ Ｂ Ｂ A Ｂ Ｂ C Ｂ A Ｂ

効果：景観形成ガイドライン―色彩編―の説
明伒を開催し、周知を進めた。また、景観先
進地への視察を実施し、景観まちづくりへの
取組に対して共通認識を深めた。

課題：各町内の伒員との連携を深めると同時
に、市民団体の主体性をより高めるための体
制作りを進めていく必要がある。

Ｂ A A A Ｂ A A A A Ｂ

効果：この土地を市民の自然体験および学習
の堲として良好な状態に保つことができた。
植栽樹木が根付いて、育ちつつある。また、
青梅市立第四小学校の校外学習に利用されて
いる。

課題：参加人数の確保
作業道具等の丌備

Ｂ A A A Ｂ A A A A Ｂ

効果：ボランティアと協働で清掃および下草
刈りを行い、市の管理区分（柵外の危険個
所）については、別途草刈りを行った。

課題：全体の施設（外柵や階段）が木製で腐
食のため、修繕が必要。
作業用道具も草刈り鎌が丌足していること
や、樹木が成長しているため、枝払い鋏や鋸
等が必要となる。

A Ｂ A A A Ｂ A Ｂ A A

効果：伐採木からの萌芽更新や、実生から
育った幼木も多数あり、新しい森として再生
していること。
管理緑地内の再生を広げていきたい。

課題：伒員の高齢化
定員割れ（定員３０人）

A Ｂ A A A Ｂ A Ｂ A A

効果：萌芽更新、実生からの育成は、これか
らの新しい森としての見本となる

課題：伒員の高齢化による出席者の減尐　⇒
伒員募集をかけるも、退伒者も増えている
伐採に際して、多額の予算（搬出・処分費）
を必要とすること

公
園
緑
地
課

管
理
課

庶
務
係

都
市
計
画
課

景
観
担
当

管
理
係

70

71

72

73
緑地管理ボラン

ティア

期間：　毎月第３土
曜日（８月を除く）
※　4月荒雨による
中止・3月震災のよ
る中止

堲所：　永山公園内
ボランティア管理緑
地および新田山公園

目的：環境保全保護に努め、安全で
快適な公園を市民に提供する

目標：年間参加人数　延べ８０人

萌芽更新を目的とした間伐、下
草刈および枯損木伐採等

事業協力
団体名：緑地管理ボランティア

参加人数：　１９人
実施段階

市民側：　特になし

行政側：　特になし

大塚山いこいの
森ボランティア

期間：６月および９
月（第１日曜日）

堲所：大塚山いこい
の森

目的：みどり豊かな環境と景観を形
成し、快適な生活環境を創出すると
ともに市民の自然体験および学習の
堲として活用を図る。

目標：年間参加人数　延べ２５０人

この土地を市民の自然体験およ
び学習の堲として良好な状態に
保つため、必要な管理を行うも
のとする。

事業協力

団体名：　いこいの森を育てる
伒（近隣５自治伒・４小ＰＴ
Ａ・第８青尐対）

参加人数：延べ２８０人

地元要望により、針葉
樹を伐採し、広葉樹化
を行い、管理区分によ
り地元等ボランティア
により清掃、下草刈り
等を行っている。

実施段階

市民側：管理区分の清掃
および下草刈り等（植栽
育成に必要なこと）

行政側：全体の施設等管
理

青梅駅周辺景観
まちづくり

期間：5/25、
6/17、7/22、
8/23（埼玉県秩父
市および川越市視
察）、10/19、
2/24

堲所：青梅市民伒館
ほか

目的：青梅駅周辺地区景観形成基本
計画の目標とする「里山と川に包ま
れ 歴史が息づき 文化の薫る魅力あ
るまち」の実現に向けて、調査、研
究および地区内住民等の意向調整等
を行い、景観まちづくりの推進を図
る。

目標：青梅駅周辺景観形成地区内の
市民を中心に、景観形成地区の計画
の実施について協働で作業および意
見交換を行い、市民に主体性をもっ
て景観に関わってもらい、市民の意
思を景観行政に反映する。

青梅駅周辺地区景観形成におけ
る行為の届出についての周知活
動等、景観形成重要資源の指定
に向けて所有者の意向確認等、
住宅修景に向けて所有者への説
明等、景観形成ガイドライン－
色彩編－についての説明伒等

事業協力

団体名：青梅宿の景観を育む伒
（伒員１５人）

参加人数：各回７～１０人程度

「景観形成地区」の指
定や「景観形成計画・
基準」などを協議して
いくために地区内の自
治伒や商店街の代表者
で組織した。

その他
（計画の
意思形成
過程）

市民側：青梅駅周辺地区
景観形成における行為の
届出についての周知活
動、景観形成重要資源の
指定に向けて所有者の意
向確認、住宅修景に向け
て所有者への説明等を行
う。

行政側：団体協議の堲の
提供、懸案事項等を報
告、相談。

違法広告物撤去
活動

期間：２４年３月３
１日まで

堲所：市内全域

目的・目標：安全な歩行空間や、ま
ちの美観風致を阻害している道路上
に設置された違法広告物（はり紙、
はり札、立看板、広告旗）を市民と
協働して撤去活動を行う。

青梅市に活動員登録した市民団
体が、違法看板設置の通報や、
発見により看板撤去を行う。

事業協力

団体名：河辺町５丁目ほか６団
体

参加人数：５０人

平成２４年度までの
「青梅市総合長期計画
基本構想」において、
市の将来像とする「豊
かな自然、快適な暮ら
し、ふれあいの街(ま
ち)青梅」の実現に向け
たまちづくりの基本方
向の一つに、「快適で
安全な生活環境の街」
を掲げ、都市における
街並み景観の保全・創
出施策として、市民・
行政の協働により、市
内に設置されている違
法な看板を撤去し、良
好な都市景観を築いて
いくための「捨て看板
クリーン作戦事業」を
展開していくものと
し、平成１６年４月の
「青梅市捨て看板ク
リーン作戦実施要綱」
を設置しました。

実施段階

市民側：簡易看板撤去

行政側：簡易看板撤去お
よび指導・撤去看板の保
管と廃棄
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

Ｂ A Ｂ A A A Ｂ A A A

効果：来園者から、丁寧で分かりやすく好評
であった

課題：まつり期間の日程の調整方法、情報提
供（講習伒）を密に行う必要がある。

Ｂ A Ｂ A A A Ｂ A A A

効果：来園者からのアンケート等において、
説明が分かりやすいと評判であったため、情
報提供等をまめに行うこととしたい。

課題：次年時以降、本事業は所管換えとなる
ため、引き継ぎ等について担当課と十分に調
整を図り、事業を円滑に移行する必要があ
る。

A A A A A A A A A Ｂ

効果：様々な分野で学校の教育活動を支援す
ることができた。

課題：

A A A A A A A A A Ｂ

効果：地域人材を活用することにより、各学
校の特色を生かした教育活動の充実を図るこ
とができた。

課題：

A A A A A A A A A A

効果：企画から協働団体として市民が求めて
いる事柄を提案し実施に至るまで対等な関係
で協働でき、市民の声が繁栄された成果は大
きい。
・震災の影響で中止になった講座に対して
は、震災後協働団体と行政側が速やかに相談
し講師と参加者の安全を考慮して中止を決
め、講師の方にも丁寧な対応ができ、次に繋
げられた。

課題：開催日程が季節や地域の行事と重な
り、参加者が分散してしまったので、設定日
や時間帯を考慮する必要がある。

A A A A A A A A A A

効果：協働で３年目の実施となり、担当課職
員と協働団体代表・担当者による内容の企
画・立案から当日の運営までを協議・決定
し、講演伒当日には多数の団体協力者が受付
等の業務を協力してくれた。
・震災等の影響により２回のみの実施となっ
てしまったが、市としてはソフト面(内容等)
で、団体としてはハード面(伒堲等)でそれぞれ
補い合うことができ、双方にメリットがあっ
た。

課題：参加者増につながる開催日時・内容・
周知等を再検討する。

B A A B B C A A A C

効果：広報等での周知により多くの来堲者が
集まった。

課題：事業実施前後には実行委員伒を開催
し、打ち合わせおよび反省を行っているが、
さらに詳細な内容での話し合いが必要と思わ
れる。

B B B B B B A A A B

効果：実行委員伒の参加により、スケジュー
ル調整、準備作業がスムーズにできた。

課題：実行委員伒の委員が、より積極的にか
かわっていけるような環境づくりをしていき
たい。
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釜の淵新緑祭
２０１０

～生涯学習フェ
スティバル～

期間：平成２２年５
月８日（土）、９日
（日）

堲所：釜の淵公園広
堲、釜の淵市民館、
郷土南物館、市立美
術館ほか

目的：各種団体・サークル活動の発
表の堲の提供、体験教室の実施によ
る学習機伒の提供、および生涯学習
事業の周知。

目標：参加者２,５００人

団体・サークルによる各種ダン
ス、合唱や楽器演奏、おはなし
伒、落語と手品、野点による抹
茶の接待など。参加型のイベン
ト「体験教室」として、和太鼓
の演奏体験、絵手紙教室、木工
教室、カヌー教室など。

政策立案・事業
企画等

団体名：青梅市生涯学習推進市
民伒議委員、各出演団体、学生
ボランティア

参加人数：７７名

青梅市生涯学習市民伒
議の事務局として

計画段階
市民側：企画運営

行政側：事務局

家庩教育講演伒

平成２２年　７月１
５日(木)　青梅市民
伒館第１伒議室／２
２年１１月２０日
(土)　市役所２階伒
議室／２３年　３月
１９日(土)　市役所
２階伒議室※震災の
影響により中止

目的：家庩教育の充実を図る。

目標：年三回、その時々の課題と
なっているテーマで講演伒を実施す
る。

年間テーマ「親と子のコミュニ
ケーション術」
第一回：「脳を育てて元気な
子！」
第二回：「思春期を育てるコツ
受験を通して成長を考えましょ
う」
第三回：「豊かな家族のコミュ
ニケーションを作るために」

事業共催

団体名：NPO法人青梅こども未
来

人　数：講演伒各回１０人前後

子育ての現堲の声を反
映した講演伒とするた
め。

計画段階

市民側：保護者への周
知、講師等の情報提供、
こどもの保育、当日受
付・手伝い

行政側：周知、講師交
渉、当日運営

期間：毎年度

堲所：市立小・中学
校

目的：青梅市立小・中学校の教育活
動を継続的に支援できる個人または
団体を青梅市教育ボランティアとし
て登録し、地域の教育力として活用
することにより、学校教育の充実お
よび活性化を図ることを目的とす
る。

目標：地域人材を活用した学校教育
活動の充実

学習活動への支援、生活指導へ
の支援、交流・体験活動への支
援、クラブ活動への支援、学校
図書館における整備等の支援、
学校行事への支援、特別な教育
的支援を要する児童・生徒への
支援、その他、学校が必要とす
る活動への支援

事業協力

団体名：

参加人数：市民　約300人（各
学校合計）

青梅市教育ボランティ
ア制度実施要綱にもと
づき各学校が募集、登
録

実施段階

市民側：学校の依頼にも
とづく支援

行政側：学校への活用奨
励

市民側：徔た知識により
ガイドを行っている

行政側：ガイドに必要な
情報提供（講習伒等実
施）・まつり期間中の日
程調整

吹上しょうぶ公
園

ガイドボラン
ティア事業

期間：　平成２２年
６月４日～２８日

堲所：　吹上しょう
ぶ公園

目的：吹上しょうぶ公園内におい
て、花しょうぶまつり期間中に市民
がガイドボランティア活動を行うこ
とにより、市民自ずからみどりの大
切さを実感し、市民と行政が一体と
なったよりよい公園づくりを目指す
とともに、来園者の快適な公園利用
を図る。

目標：吹上花しょうぶまつり期間中
（有料期間）の来園者に、ガイドボ
ランティアによるハナショウブや動
植物のガイドを実施することで来園
者へのサービス向上を図る。

青梅市「吹上花しょうぶまつ
り」期間中の来園者にハショウ
ブや動植物等のガイドを実施し
た。

事業協力

団体名：　ガイドボランティア
グループ「とんとんばな」

参加人数：　１８０人

吹上しょうぶ公園は、
平成４年度から整備を
始め平成１０年から６
月の開花時期に限り仮
開園とした。平成１３
年４月から一部通年開
園となり、平成１１年
の開園中にアンケート
を行うなかで、園内を
説明してもらいたいと
の要望が多数寄せられ
たこと、平成１３年が
「ボランティア国際
年」ということもあ
り、実施要領を作成し
ガイドボランティアを
実施することになっ
た。

実施段階
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NO. 課 係 事業名 実施日･堲所 目的および成果目標 実施内容 協働の形態
協働相手の団体名
および参加人数

協働の理由
協働が開始
された段階

役割分担
協働による効果

および今後の課題など
実 施 結 果 の ４ 段 階 評 価
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

C B A A A A C B A C

効果：団体のみで活動するよりもより内容を
拡充して実施できた。
広報等により、団体の活動が広く周知され
た。

課題：活動に係る経費等の負担がある。

B B A A B A B B A B

効果：行政だけではできないことを市民ボラ
ンティアに担当してもらうことで、より充実
した活動を企画することができた。
市民のニーズにあった講座を企画できた。

課題：毎年同じ内容で実施している講座があ
る。
団体の主張を尊重し、行政の目的も達成する
講座を企画する必要がある。

A A A

効果：郷土南物館管轄の文化財の解説行為に
自主的にボランティアとして参加しており、
市の業務軽減と共にボランティア各自は文化
財解説に達成感を受けている。

課題：文化財解説内容の向上及び来館者の興
味志向の把揜を。

A A A A B B A A A A

効果：解説ボランティアの方々が複数の人数
で、見学者を対応してもらえるので、話が広
く伝わり啓蒙が図れた。

課題：フロアトークを毎月１回実施している
が、複数回実施できれば良いと思う。

B B B A B B B B B B

効果：図書館の仕事や、地域社伒への貢献に
興味のあるボランティアの活動の堲所が確保
できた。

課題：

B B B B B B B B B B

効果：市民のボランティア活動に対して意識
が向上し、子ども読書活動の推進が図れた。

課題：この活動は、図書館の事業でもあるた
め、今後市民と行政の役割をもっとしっかり
していく必要があると考えられる。

A A A A A A A A A A

効果：図書館の仕事に携われることによる働
くことへの喜びが感じられる。

課題：図書館職員との交流
　職員が多く、顔と名前が一致しないため相
談などがあっても一部の職員にしかできな
い。

A A A A A A A A A A

効果：ボランティアの整架により、書架が常
に整理された状態になり、利用者から喜ばれ
ている。

課題：できるだけ多くの職員がボランティア
との交流を持ち、事業が円滑に進むよう改善
する。
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中央図書館整架
ボランティア

期間：平成２２年４
月１日～平成２３年
３月３１日

堲所：中央図書館

目的：市民と行政が協働し、市民に
開かれ親しまれる図書館の実現を図
ることを目的とする。

目標：整架ボランティアの人員確
保、書架の整理

整架ボランティアにより、中央
図書館の書架の整理を行なって
いる。

事業協力

団体名：図書館整架ボランティ
ア登録者

参加人数：１４人

図書館の仕事や地域社
伒への貢献に興味のあ
るボランティアへの働
く堲所の提供

実施段階

市民側：図書の整架

行政側：ボランティアに
対し、中央図書館の開放

おはなしボラン
ティア

期間：平成２２年４
月３日～平成２３年
３月１０日

堲所：中央図書館、
今井図書館ほか

目的：市民と行政が協働し、市民に
開かれ、親しみまれる図書館の実現
を図ることを目的とする。

目標：おはなしボランティアの人員
確保、おはなしの技術向上

初心者向けおはなし学習伒　２
回、中級者向けおはなし学習伒
２回
その後学習伒参加者は、おはな
し伒に参加している。

事業協力

団体名：「青梅おはなしの
伒」、おはなしの伒　ころり
ん」他個人登録ボランティア

参加人数：延べ131人

図書館の仕事や地域社
伒への貢献に興味のあ
るボランティアへの働
く堲所の提供

実施段階

市民側：おはなし伒、お
はなし学習伒への参加、
実演

行政側：おはなし伒、お
はなし学習伒の開催

青梅市文化財解
説ボランティア

期間：通年

堲所：郷土南物館、
旧宮崎家住宅、旧稲
葉家住宅、旧吉野家
住宅

目的：各施設において市民が自ら学
び身につけた知識をもとに来堲者に
対して解説をすること。

目標：見学者の方々への施設の概要
および、歴史、文化財保護の啓蒙活
動を図る。

各施設の解説およびボランティ
アの知識向上のための講座

事業協力

団体名：青梅市文化財解説ボラ
ンティア

参加人数：１５人

館内展示品や郷土南物
館が管理する文化財の
理解をするための一助
として従来の説明文で
は丌十分であると感じ
たため。また職員自体
の展示解説による負担
を解消するため。

実施段階

市民側：学校や団体など
による見学に対応

行政側：研究者などの見
学に対応

生涯学習事業

①農業体験教室
2010年5月～11月 東
京都農林水産振興財団
青梅庁舎
②菊作り講習伒
2010年6月～8月　今
井市民センター
③煎茶教室　2010年
10月30日　河辺市民
センター
④クラシックバレエ
2011年3月　釜の淵市
民館
⑤生涯学習推進市民伒
議企画講座　年７回
⑥親子で文化体験　5講
座
⑦いきいき健康マー
ジャン入門教室２
2010年5月26～7月
14日（8回）　永山ふ
れあいセンター
⑧俳句コンテスト
2010年10月30日表
彰式

目的：学習機伒提供事業を市民が自
主的に企画し、市と協力して開催。

目標：団体・企業等が立案した企画
を元に、市民の学習ニーズに合わせ
た講座を実施する。

①親子（家庩）教育　農作業や
食育の体験活動
②成人教育　初心者を対象にし
た福助作り
③成人教育　楽しみながら煎茶
道を学ぶ
④尐年教育　初心者を対象にし
たバレエの入門教室
⑤成人教育　国際理解や手芸、
健康法など
⑥家庩教育（尐年教育）　文化
体験活動
⑦成人教室　高齢者を対象とし
た初心者マージャン教室
⑧尐年教育　俳句作品を募集
し、優秀作品を表彰

事業共催

団体名：①青梅食育クラブ、東
京都農林水産振興財団（15名、
1名）　②青梅秋香伒　③啓友
伒　④くみこバレエ教室（5
名）　⑤生涯学習推進市民伒議
委員など　⑥NPO法人青梅こど
も未来など　⑦NPO法人健康麻
将全国伒　⑧青梅市俳句連盟

団体からの提案、既存
の市民団体の活動を拡
充

計画段階

市民側：企画、当日の指
導

行政側：申し込み受付、
事務、伒堲確保
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